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Abstract 

As demand for tourism has been increasing in recent years, the accommodation industry, which 

plays a central role in the tourism industry, is concerned about a decline in the quality of customer 

service due to increasingly sophisticated services and a shor tage of human resources. In order to 

solve the problem for the service quality, it is necessary to develop human resources with hospitality 

competence that can respond to diverse needs and co-create value with customers. In the small and 

medium-sized accommodation industry, which accounts for most of the accommodation industry, the 

human resource development has been relied on the senior employees in each operation, and not been 

systematically maintained. In addition, most of the research of the human resource development in 

the accommodation industry has been conducted in the large-size accommodation industry. Although 

the effectiveness of human resource development in improving the quality of service has been 

confirmed, it has been focused on business management research from the management's perspective. 

In contrast, there is little accumulation of knowledge on capability development from the employee 

perspective, as explained by learning theory (e.g., Kolb, 1984).  

This study focused on the acquiring process of hospitality competence for employees, which is 

important for the accommodation industry, and aimed to construct an effective human resource 

development model for the small and medium-sized accommodation industry from both the manager's 

perspective and the employee's perspective.  

First, in terms of human resource development from the manager's perspective, we conducted 

questionnaire and interview survey to the managers of small and medium-sized accommodation 

industry in Ishikawa Prefecture, Japan. Analyzing the results, three important elements for human 

resource development (planned on-the-job training, use of manuals, and intra-organizational 

communication) were obtained. Next, we interviewed employees of a small and medium-sized 

accommodation industry in the same prefecture, analyzed the results using the modified grounded 

theory approach (M-GTA), and examined the acquiring process of hospitality competence for the 

employees, using the experiential learning theory. The results showed that the  acquiring process 

progresses through three stages (early, middle, and late). The inner development  for employees, 

which is the core of the process, is influenced by two types of interactions, one between employees 

and the other with customers, and the process is also facilitated by the assignment of new roles outside 

the main task. 

By combining the three elements necessary for human resource development from the manage r’s 

perspective and the acquiring process of competence from the employee’s perspective, as identified 

from the above two perspectives, we were able to present an effective human resource development 

model. It was clarified that, to realize effective human resource development for the small and 

medium-sized accommodation industry, the three elements from the management perspective  and new 

roles outside the main task from the employee’s perspective are required to be operated in the 

appropriate training periods. 

Keywords: human resource development model, small and medium-sized accommodation industry, 

acquiring process of hospitality competence, manager’s perspective, employee’s perspective   



 

 

概要 

 近年、日本における観光需要が高まる中、観光産業の中核を担う宿泊業では、

高度化が要求されるサービスや人手不足のため、顧客サービスの質低下が懸念さ

れている。それに対応するため、多様なニーズに対応し顧客との価値共創を可能

にする、ホスピタリティ能力を備えた人材の育成が求められている。一方で、宿

泊業のほとんどを占める中小規模宿泊業では、現場任せの人材育成が続いており、

体系的な人材育成体制の整備は進んでいない。また宿泊業の人材育成研究は、こ

れまで大規模宿泊業の研究が主であり、サービスの質向上に人材育成の有効性は

確認されているが、経営者視点に立った経営管理研究に偏重している。従業員視

点における、学習理論（例えば、Kolb, 1984）で説明されるような能力育成に関す

る知見の蓄積は少ない。  

そこで本研究では、宿泊業従業員のホスピタリティ能力の習得プロセスに着目

し、育成する側の「経営者視点」と能力を習得する側の「従業員視点」の両面か

ら、中小規模宿泊業の効果的な人材育成モデルを構築することを目的とした。  

 まず経営者視点として人材育成に必要な要素を明らかにするため、石川県の中

小規模宿泊業の経営者層を対象としたアンケートおよびインタビュー調査を行

った。その結果分析から、人材育成に重要な 3 要素（計画的 OJT、マニュアル活

用、組織内コミュニケーション）を導出した。次に、従業員視点として、従業員

のホスピタリティ能力習得プロセスを解明するために、同県の中小規模宿泊業の

従業員へインタビューを行った。得られたインタビューデータを修正版グラウン

デッド・セオリー・アプローチ（M-GTA）により分析した後、経験学習論を援用

して、従業員視点によるホスピタリティ能力習得プロセスに関して検討した。そ

の結果、3 段階（初期・中期・後期）を経ながら、ホスピタリティ能力習得プロ

セスが進むことが示された。プロセスの核となる内面の成長は、従業員同士の、

また顧客との 2 つの交流から影響を受け、さらに、主業務外の新たな役割の付与

により能力習得が促進されることが示された。   

 以上の 2 つの視点から明らかとなった、経営者視点の人材育成に必要な 3 要素

と、従業員視点の能力習得プロセスを合わせることで、宿泊業における効果的な

人材育成モデルを提示できた。さらに中小規模宿泊業の効果的な人材育成を実現

するためには、経営者視点の 3 要素を適切な育成期に運用するとともに、主業務

外の新たな役割の付与が必要であることを明らかにした。  

キーワード：人材育成モデル，中小規模宿泊業，ホスピタリティ能力習得プロセ

ス，経営者視点，従業員視点  
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第 1 章 序論 

1.1 研究の目的 

近年、日本経済におけるサービス産業の重要性が高まっており、観光産業の中

核を担う宿泊業の発展が期待されている。コロナ収束後の観光需要が高まる中、

宿泊業のサービスの質の低下が懸念されている。そのため、現代社会における多

様なニーズに対応し顧客と価値共創を実現できる、高度なホスピタリティ能力を

備えた宿泊業人材の育成が重要となる。しかし、宿泊業全体の 98％（中小企業基

盤整備機構，2017）を占める中小規模宿泊業では、現場任せの育成が行われてお

り、ホスピタリティ能力を育成する体系的な人材育成の整備は進んでいない。 

一方、大規模宿泊業では体系的な人材育成モデルがあり、教育方針も確立され

ていることが多い。しかし、大規模宿泊業の人材育成モデルを、そのまま中小規

模宿泊業が取り入れることは難しい。これは、大規模と中小規模で従業員の構成

人数や業務内容などが大きく異なるためである。宿泊業全体のサービスの質を向

上させるためには、中小規模宿泊業に合わせた人材育成モデルの構築が必要であ

る。一方で、宿泊業の人材育成研究は、「経営者視点」としての管理施策に注目し

ており、生産性向上や離職防止への影響を検討した研究が多い。宿泊業人材をよ

り効果的に育成するためには、「従業員視点」として、ホスピタリティ能力習得プ

ロセスを理解し、育成に反映することが重要である。しかし、宿泊業の人材育成

研究での知見はほとんど得られていない。  

そこで、本研究では、宿泊業に重要な従業員のホスピタリティ能力の習得プロ

セスに着目し、育成する側の「経営者視点」と能力を習得する側の「従業員視点」

の両面から、中小規模宿泊業の効果的な人材育成モデルを構築することを目的と

する。 

 

1.2 研究の背景 

1.2.1 サービス産業とサービスの多様性 

日本において、サービス産業の経済活動における産業規模は年々拡大している。

サービス産業の GDP（名目）に占める割合は 1970 年には 53%であったが、2020

年には 73%（392.3 兆円／総額 539.8 兆円）になり、50 年間で 20%増加している
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（内閣府，2023）。同様に、サービス産業の就業者数は 50 年間で 26%増加し、2020

年には 4,950 万人となり全産業（6,710 万人）の 74%を占めるようになった（労働

政策研究・研修機構，2023）。このように GDP や雇用面から、日本におけるサー

ビス産業の拡大が確認できる。日本以外のアメリカやドイツなど他の先進諸国に

おいても、サービス産業の拡大は共通の現象である（Bitner and Brown，2008）。 

個人レベルに着目すると、グローバル化や高度情報化、少子高齢化など、社会

の変化とともに個人のライフスタイルや働き方が変化し、価値観も多様化してき

た。消費者がサービスを購入し消費する際、サービス自体の価値よりも、サービ

スによって得られる体験や経験に価値を見出すようになっている（Manthiou et al., 

2020；長沢・大津，2022）。そのため、消費者が求めるサービスは多様化しており、

企業側は既存サービスの見直しや新たなサービスの開発や創出など、サービスの

高度化や高付加価値化を進めている。  

一方で、サービスの概念や定義は定まっておらず、様々な説明がなされている。

近年、サービスについては、顧客に対して一方的に何かを行うのではなく顧客と

一緒に行う、双方向性や価値共創が重視されるようになった（Lusch et al., 2007）。

近藤（2009）は「サービスとは価値創造的な活動、プロセスそのもの」であると

し、Grönroos（2006）は「企業と顧客はサービスの共同生産者であり、価値の共

同創造者である」と説明している。戸谷（2014）は、サービスの提供者と被提供

者が共に資源を提供し合い相互作用の中で価値を創造する「共創価値」が、近年

のサービスの重要な概念になっていると指摘している。 

このように、顧客とサービス提供者の交流や相互作用、価値共創が注目される

中、優れたサービス組織と優れたサービスづくりに関して、2021 年に 2 つの国際

標準規格（International Organization for Standardization：以下 ISO）も制定されて

いる。ISO 23592（サービスエクセレンス（組織能力）の原則とモデル）と ISO/TS 

24082（エクセレントサービス（優れたサービス）の設計と活動）である。顧客と

の関わりや共創性にも注目し、顧客一人ひとりに卓越した体験を提供し、感動を

与えるサービスの実現を支援する規格である。  

また、顧客の求める多様なサービスへの提案として、人工知能（Artificial 

Intelligence；以下 AI）の活用も始まっている。AI 技術が飛躍的に発展し、顧客と
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の直接的な交流を行う業務にも導入されている。ホテルやレストランでは、人が

従事していた業務（例えば、受付や配膳など）を AI ロボットが代替することも

増えてきた。しかし、ホテルの従業員の代わりに質問に応じるロボットを館内に

設置したところ、数年後に撤去された事例が発生している 1 )。その原因は、顧客

の多様な要望や複雑なコミュニケーションに AI が対応できなかったためである。

Frey and Osborne（2013，2017）は、AI などの情報技術が進化する中でも、創造的

知性や社会的交流をともなう業務では人の代替ができないことを指摘している。

サービスの現場において、顧客との交流の中で多様かつ複雑な要望にも柔軟に対

応し、創造的思考で顧客との価値を共創するためには、AI ではなく、顧客接点に

いる従業員の役割が重要になる。このように、サービス産業で要求される高付加

価値なサービスの実現のためには、現場従業員の高度なサービス能力の向上や育

成が必要不可欠である。  

 

1.2.2 宿泊業の現状と従業員のサービス能力 

重要性の高まるサービス産業の中でも、観光産業の成長は期待されている。日

本政府は観光立国宣言を行った 2003 年以降、本格的に観光政策を推進してきた。

観光庁（2020，2021）によると、少子高齢化が進む人口減少社会の日本において、

定住人口 1 人あたりの年間消費額を訪日外国人旅行者 8 人分で満たせると試算し

ており2 )、経済を支える産業としての観光産業への期待が高まっている。観光客

の消費を促進する重要な要素は宿泊であり、宿泊旅行の消費額は日帰り旅行の約

3 倍になる（観光庁，2023）3)。 

 
1) 朝日長崎県佐世保市のテーマパーク、ハウステンボスの隣にある「変なホテル」では、2017 年の

ピーク時にホテル全体で 27 種、243 体いたロボットたちは、2019 年時点で 16 種 128 体と半分近く

に減った。客が 100 人いれば 100 通りの質問や要望がある。そのすべてに応えるには、まだ AI の会

話能力には限界があった。ロビーで会話の相手をした AI ロボットも撤去されている（朝日新聞

（2019）「接客ロボ『大量解雇』の誤算」，2019 年 4 月 7 日朝刊・朝日新聞記事クロスサーチ，最終

閲覧日：2024 年 3 月 15 日）。  
2) 観光庁（2021）によると、定住人口１人当たりの年間消費額（130 万円）は、旅行者の消費に換算

すると外国人旅行者 8 人分（1 人 1 回当たり旅行支出：15 万 8,531 円）にあたる（観光庁（2021）

「観光を取り巻く現状及び課題等について」）。  
3) 観光庁（2023）によると、2019 年における日本人国内旅行の 1 人 1 回当たり旅行単価は平均

37,355 円（前年比 2.4%増）であった。宿泊の有無でみると、宿泊旅行が 55,054 円 /人（前年比 1.4%

増）、日帰り旅行が 17,334 円/人（前年比 0.3%増）であり、宿泊は日帰りの約 3 倍であった（観光庁

（2023）「旅行・観光産業の経済効果  に関する調査研究  」2021 年版）。  
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宿泊業は他業種と比較して地域経済への影響力が強く4 )、観光産業の中核を担

っていると言える（観光庁，2016）。また、衣食住のサービスのほか観光地に関連

するサービスなど、宿泊業の現場従業員が行うサービスの範囲は多岐にわたる。

さらに、他のサービス業と比べて宿泊業の従業員は、比較的長時間にわたって顧

客と関わることが多い。従業員個人は現場で顧客の多様で複雑なニーズを捉え、

信頼関係を構築しながら価値共創を行っており、そのサービス能力は宿泊業を支

える重要な要素になっている。  

2020 年から 2 年間は、新型コロナウイルスの感染拡大により、宿泊業は大きな

影響を受けたが、コロナ収束後の 2023 年には訪日外国人旅行消費額（5 兆 2,923

億円）が過去最高額を更新した（観光庁，2024）。今後も、訪日外国人旅行者数は

これまで以上の増加が見込まれており、さらなる観光需要の拡大が予測されてい

る5 )。この拡大する観光需要に応えるために、高いサービス能力を持つ宿泊業従

業員の確保や育成が必要になるが、宿泊業は全産業の中でも離職が多く、人材の

流動が激しい産業である6)。 

さらに、宿泊業の人材不足は常態化しており、サービスの質の維持が難しい。

訪日外国人旅行者が初めて 1000 万人を上回った 2013 年以降（国際観光振興機構，

2014）、宿泊業のうち人材不足を感じている割合が増加し7)、2019 年には 67%とな

った。2020 年のコロナ禍では、観光客の減少にともない、人材不足を感じている

割合は一時的に 44%に低下したが、翌年には再び増加に転じ、2022 年は 66%まで

再び増加している（日本政策金融公庫，2020, 2023）。 

宿泊業における従業員不足の理由の 1 つとして、現場の実務人材である若年層

 
4) 宿泊業の主な仕入れの支払い地域は、市区町村・県内の割合が 87％（全産業平均は 57%）であ

る。他業種と比較して、市区町村や県内への支払先割合が高く地域経済への影響力が強い（観光庁

（2012）「観光地域経済調査（確報）全国集計表」2019-02-21 更新版）。  
5) 株式会社 JTB は、2024 年の旅行動向見通しについて、訪日外国人旅行者数は過去最高の 3,310 万

人の見通しを発表した（2023 年 12 月 20 日）。実際の動向として、日本政府観光局（2024a）による

と、2024 年 2 月の訪日外国人旅行者数（279 万人）は 2019 年同月（260 万人）比で 7.1％増となり、

2 月の過去最高を記録している（2024 年 3 月 19 日発表）。  
6) 「宿泊業，飲食サービス業」は入職率・離職率がいずれも高く、人材の流動性が激しい産業であ

る。2019 年の産業別の入職率・離職率では、全産業は入職率 16.7％・離職率 15.6％であるのに対

し、「宿泊業，飲食サービス業」は全産業中で最も高く、入職率 36.3％・離職率 33.6%であった（厚

生労働省（2020）「2019 年（令和元年）雇用動向調査」）。  
7) 日本政策金融公庫は雇用動向に関するアンケート調査の中で、従業員の過不足感について調査を

行い、過剰、適正、不足の 3 つから回答を得た。そのうち不足感と回答した割合を計算している

（日本政策金融公庫，2020, 2023）。  
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の早期離職が挙げられる。若年層人材の約 5 割が 3 年以内に離職する状況は 20

年以上続いている（厚生労働省，2023）。2017 年では宿泊業の就業者数のうち 60 

歳以上の従業員が占める割合は 30%であり、全産業平均の 21％より高い（観光

庁，2019）。今後、熟達したサービス能力を有する経験者層の定年退職が進めば、

彼らの知識や技術を継承する若年層の定着が進まない状態では、サービスの質の

維持や向上が困難になることが予想される。このような宿泊業のサービスに関す

る問題を解決するためには、顧客との価値共創の観点を踏まえながら、若年層の

サービス能力の質をいかに高めていくかが鍵となる。  

 

1.2.3 宿泊業従業員のホスピタリティ能力  

宿泊業では、顧客対応が中心の業務になっており、質の高いサービスを実践す

るためには、それに合わせた顧客との価値共創につながるサービス能力が必要で

ある。サービスによって生み出される価値は、サービスの提供者側から受容者に

向けて一方的に提供されるものではなく、サービスの受容者（顧客）が協力（参

加）し、提供者とともに創り出していく（共創）ものである（持丸・戸谷，2017）。

したがって、サービス提供時に何が提供されるかよりも、顧客接点にいる従業員

との交流が重要であり、従業員の行動や態度がサービスそのものの品質に影響を

与える可能性がある（Sierra and McQuitty, 2005）。そのため、顧客接点にいるサー

ビス提供者となる従業員には、多様なニーズを持つ顧客と価値を共創し得る能力

が不可欠になる。  

 1.2.1 で説明した高品質なサービスに関する 2 つの国際標準規格（ISO 23592，

ISO/TS 24082）では、顧客が体験を通じてサービス提供者と価値共創を行うこと

で、喜びや感動（Customer Delight：カスタマーデライト8)）につながることが重

要であると強調している。Wang et al.（2017）は、サービス体験における顧客との

交流において、顧客の心に喜びなどの特別な印象を残すためには、従業員が顧客

 
8) カスタマーデライトとは、顧客が体験を通じてサービス提供者と価値共創を行うことで生じる

「喜びや感動」である。優れたサービスに関する国際標準規格 ISO 23592 と ISO/TS 24082 の中で、

カスタマーデライトは「非常に大切にされている、もしくは期待を超えているという強い感情に由

来するポジティブな感情である」と示されている（水流  他，2022）。従来からサービスに重要であ

る顧客満足に加え、カスタマーデライトが達成されることにより、顧客ロイヤルティにつながる

（Kim et al., 2015）。  
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の心に寄り添い隠れたニーズを察知し、顧客一人ひとりに応じたきめ細やかなサ

ービスを積極的に行うことが重要であると説明する。さらに、顧客を大切に思う

感情や行動がより深いつながりを築くとし、「ホスピタリティ」の重要性を指摘

した。しかしながら、ホスピタリティの定義は定まっていない（例えば、Lashley, 

2000；徳江，2011）。  

ホスピタリティは、対応する従業員と顧客の関係に基づいている。Lashley（2008）

は、ホスピタリティの実践において、顧客が個人として歓迎されていると感じる

と同時に、尊重され大切にされていると感じる必要性があり、歓迎とサービスが

本物で心がこもっていると感じることが重要であると指摘している。佐々木・徳

江（2009）は、ホスピタリティは人間同士の関係性において、より高次元の関係

性を築くべく「相互」に持つ「精神」や「心構え」であり、それに伴って応用的

に行われる「行為」も含むと述べている。さらに徳江（2018）はホスピタリティ

とは、社会的不確実性の高い環境において、主体間の関係性のマネジメントによ

り相互信頼関係を構築し、新しい価値を創出することであると説明した。また、

Solnet et al.（2019）は、ホスピタリティは顧客の記憶にプラスの影響を与える要

因として、人と人との相互作用中で生じる親切、真心、歓迎、尊敬などに基づい

ており、顧客との価値共創を可能にすると述べる。Hemmington（2007）は、ホス

ピタリティの実践において、現場で顧客対応をする従業員には、顧客の体験を重

視し、付加価値をもたらすような記憶に残る体験を提供することが求められてい

ると説明している。  

以上を踏まえると、ホスピタリティは顧客との価値共創を可能にするものであ

り、ホスピタリティ能力は「現場の顧客接点にいる従事者に必要な、顧客と価値

を共創し得る能力」と捉えることができる。宿泊業のサービスの質を向上するに

は、従業員が顧客の行動や感情に共感しながら柔軟に対応し、価値を共創するこ

とが必要であり、それを実現するホスピタリティ能力が重要となる。Mody et al.

（2019）は、ホスピタリティ能力が宿泊業の従業員に不可欠な能力であると捉え、

ホスピタリティ能力育成の必要性を指摘している。 

顧客の記憶に残る体験を共創するために必要な従業員のホスピタリティ能力

について、Bharwani and Jauhari（2017）は、「感情的知性」、「文化的知性」、「ホス
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ピタリティ経験的知性」の 3 つ次元を包含した能力であると述べている。この 3

つの概念で構成されたホスピタリティ能力により、最前線で働く従業員は、顧客

の体験を普通の出会いから、思い出に残る体験へと高める重要な役割を果たすこ

とができると指摘している。さらに、下位構成要素として多様な能力を示してい

る。感情的知性には、「積極的に耳を傾け、顧客の気持ちを理解し共感する能力」

や「顧客ニーズやサービス状況の多様性から生じる不確実性に対応する能力」な

どの対人関係能力や、「前向きで親しみを感じさせることができる能力」や「心の

理性的な動きと感情的な動きをバランスよく調整し、行動する前に考える能力」

などの内省的能力がある。文化的知性には、「異文化との出会いを成功させたい

という本質的な行動ができる能力」や「異なる文化的背景や環境における顧客ニ

ーズを理解するために、自分の文化的知識を活用できる能力」などが挙げられて

いる。ホスピタリティ経験的知性には、「顧客の体験を個々人に応じて最適化さ

せる能力」や「顧客ニーズから創造的かつ革新的な方法で「小さな驚きの数々」

を生み出し、記憶に残る体験につなげる能力」などが示されている。  

また、Ariffin and Maghzi（2012）も、宿泊業のホスピタリティについて、5 つ

の側面（個別化、温かい歓迎、特別な関係、心からのおもてなし、快適さ）の重

要性を指摘している。顧客対応の現場で対応する従業員が、5 側面に基づいたホ

スピタリティ能力を発揮することが将来的な旅行者の再訪を促すと述べている。 

以上のように、従業員が顧客との関係性に基づき発揮するホスピタリティ能力

は、複合的な能力である。顧客接点にいる従業員が顧客の満足に留まらず、喜び

や感動をもたらすような価値共創を円滑に進めることが、サービス組織の持続的

な発展につながる（Barnes et al., 2011）。顧客との価値共創を実現するためには、

顧客の気持ちを理解し共感する能力などの基本的な能力から、創造的で革新的な

対応ができる高度な能力まで、多様で複合的なホスピタリティ能力を習得するこ

とが必要になる。 

宿泊業の顧客対応の現場に重要なホスピタリティ能力は、知識や技術、行動な

ど現場で役立つ性質を持ち、業務をうまく成し遂げるために必要な能力であり、

個人が獲得する専門性とも関係する。山本（2023）は、専門性の特徴について、

全ての形式化、客観化は困難であり、個別性が高いことを指摘しており、専門性
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の向上のためにはその分野で職務を経験させながら育成する必要があると述べ

ている。また、森下（2017）は、旅館の従業員に重要な「おもてなし9)」は暗黙知

であると説明し、優れたおもてなしほど属人的であると述べている。この暗黙知

とは、一人ひとりの体験に根差す個人的な知識であり、言語や文書での表現の難

しい知で、言葉や記号以外の手段で他者に伝えられるものである（野中・竹内，

1996）。そのため、ホスピタリティ（おもてなし）能力の習得は容易ではない。し

かし、山本（2023）や森下（2017）が指摘するように、組織が従業員の育成を積

極的に進めることで、従業員が優れたホスピタリティ能力を習得し高品質なサー

ビスを提供できるようになれば、顧客との価値の共創につながると考えられる。  

また、宿泊業に重要なホスピタリティは、観光と密接に関係しながら日本に浸

透している。図 1-1 に国内大手新聞 2 社の「ホスピタリティ」という言葉の掲載

件数と、訪日外国人旅行者数（日本政府観光局，2024c）の推移を示す。図から、

日本で「ホスピタリティ」という言葉が使われはじめたのは、1980 年代初頭であ

ることがわかる。新聞紙面では「ホスピタリティ」が、「温かいもてなし、おもて

なしの心、歓待」などと括弧付きで記載されることもあり、「おもてなし」とほぼ

同義で扱われている。ホスピタリティの掲載件数は、1990 年代後半から増加し、

2000 年代後半に最大になった後は、大きな増減なく推移しており、ホスピタリテ

ィが国内に浸透したと考えられる。また 1998 年に長野オリンピックが開催され、

2003 年には観光立国宣言があり、これらの時期と掲載件数の変化が一致している

ことから、ホスピタリティと観光の関連性が示唆される。  

 

 
9) 辞書では、「おもてなし（御もて成し）」は「もてなし（もて成し）」の美化語とされ、「客への対応

のしかた，待遇」などと説明される。動詞の「もて成す」は、「待遇する，心をこめて客の世話をす

る」である（デジタル版大辞泉，最終検索日：2024 年 3 月 24 日）。一般的にも、「おもてなし」は

「ホスピタリティ」とほぼ同義で扱われることも多い（例えば、伊藤，2016）。同義で扱うことに批

判的な研究者もいるが（例えば、大島，2012）、「おもてなし」の概念は未だ明確にされていない。

寺阪・稲葉（2014）は、おもてなしとホスピタリティも、高付加価値を可能とする質の高いサービ

スの提供を目指す点は同じであると説明している。本研究では、おもてなしとホスピタリティは同

義として扱う。 
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図 1-1 日本の新聞社 2 社におけるホスピタリティの掲載件数と訪日外国人旅行者数の推移  

 記事件数：朝日新聞＝819 件，毎日新聞＝884 件 期間：1980 年～2023 年  

（朝日新聞記事クロスサーチ・毎日新聞データベース毎索より筆者作成）  

 

一方、長野オリンピックや観光立国宣言の時期と合わせて、訪日外国人旅行者

数も 2000 年頃から増加し始め、さらに LCC（格安航空会社）が台頭10)した 2013

年頃から急激に増加している。旅行者数とホスピタリティの掲載件数の推移を比

較すると、ホスピタリティが浸透してきた後に旅行者数が急増していることがわ

かる。また、ホスピタリティと同義である「おもてなし」は、観光客誘致策でも

ある 2013 年のオリンピック招致において、国際オリンピック委員会第 125 次 IOC

総会で「OMOTENASHI」として紹介された。それ以降、国際的に認識された概念

として定着している（Lim et al., 2017）。 

 
10) 日本への外資系 LCC（格安航空会社）は、2012 年頃に台頭した（2007 年運航開始：ジェットス

ター，2008 年運航開始：セブ・パシフィック航空，2009 年運航開始：チェジュ航空，2010 年運航開

始：エアプサン，ジェットスター・アジア，エアアジア X，2011 年運航開始：イースター航空，ジ

ンエアー，ティーウェイ航空，2012 年運航開始：春秋航空，スクート）。同時期に国内 LCC も参入

している（2012 年運航開始：ピーチアビエーション，エアアジア・ジャパン，ジェットスター・ジ

ャパン）。（国土交通省，2013）  
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このように、日本におけるホスピタリティは観光に関連して浸透し、観光サー

ビスで注目される要素でもある。観光現場で顧客に対応する従業員のホスピタリ

ティ能力の育成を進めることは、観光サービスの充実に欠かせない。観光産業を

牽引する宿泊業従業員のサービス能力の核として、ホスピタリティ能力を捉え育

成を進めていく必要がある。  

 

1.2.4 中小規模宿泊業の人材育成の課題 

宿泊業人材のホスピタリティ能力の向上は、観光産業の持続的な発展において

も重要であり、組織における従業員の育成は必要不可欠になる。日本では、宿泊

事業者全体のうち 98%が中小規模宿泊業である（中小企業基盤整備機構，2017）。

人材育成のシステムはその規模に応じて異なっており、大規模宿泊業では従業員

数も多く、専門部署や教育担当者が計画的な教育支援を行っている（例えば、谷

本，2013）。一方、中小規模宿泊業では従業員数が少ないため、現場の経験者が業

務を行いながら育成を任されることが多く、人材育成システムの構築は進んでい

ない。実際に、大規模宿泊業でさえ 44%、中規模では 69%、小規模では 84%が「組

織内で研修がない」と回答しており（中小企業基盤整備機構，2017）、規模が小さ

くなるほど体系的な人材育成は行われていない。また、育成体制が不十分な中小

規模宿泊業に大規模宿泊業の育成システムを適用することは難しい。従業員数や

業務形態などの違いもあり、中小規模宿泊業に適した人材育成モデルの構築が必

要不可欠である。  

宿泊業の従業員の育成に関するこれまでの研究では、主に大規模宿泊業を対象

として調査が行われている（例えば、Becton and Graetz, 2001；Butcher et al., 2009；

Short and Gray, 2017）。例えば、大規模宿泊業では、人材育成の施策が離職防止や

サービスの質の向上に効果があることが明らかにされてきた。教育訓練の質を高

めたり、研修機会の創出が従業員の定着意向やホテルのサービスの質の向上に効

果があることが確認されている（Chiang et al., 2005；Costen and Salazar, 2011）。ま

た業績向上に向けた経営戦略と連結させた育成施策によって、高品質のサービス

提供が可能となることも示されている（Úbeda-García et al., 2014；テイラー，2019）。 

従業員の能力開発の研究では、宿泊業の対人関係能力の育成にはロールプレイ手
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法が優れていることや（Furunes, 2005）、外国人客対応の英語能力育成に向けて高

度な専門英語の教材開発の必要性が確認されている（岩井，2013）。このように、

育成施策の検証や訓練開発に関する研究が進められており、育成する側の「経営

者側の視点」から人材育成の効果や最適な訓練手法に関する知見が蓄積されてい

る。一方で、知識や能力を習得する側である「従業員側の視点」を取り入れ、段

階的な従業員の成長に着目した、体系的な育成の仕組みに言及した宿泊業の人材

育成研究はほとんど見られない。 

他産業を対象にした人材育成の研究では、教育訓練や研修における従業員の能

力成長を重視した学習プロセスの解明が進んでおり、育成に不可欠であることが

示されている（中原，2013；松尾，2021）。従業員側の視点である学習プロセスが、

人材育成研究において重要な観点の 1 つであることを示していると言える。宿泊

業では、従業員のホスピタリティ（おもてなし）などの暗黙知がサービスの質を

向上させることも近年明らかにされている（森下，2017；González-González and 

García-Almeida, 2021）。一方で、宿泊業従業員の視点に立った専門知識や能力に

関する習得プロセスの研究は進んでいない。 

このように、中小規模宿泊業は全体の 98%占めるが、体系的な人材育成の仕組

みの構築は進んでいない。これまでの宿泊業の育成研究を活かしながら、さらに

他産業で進んでいる学習プロセス研究の知見を宿泊業に取り入れることが重要

であると言える。したがって、現場で顧客対応を行う従業員のホスピタリティ能

力の成長や習得のプロセスに着目し、中小規模宿泊業に最適な人材育成モデルの

構築を検討することが必要である。 

そこで本研究では、中小規模宿泊業の経営者および若年層従業員にアンケート

調査とインタビュー調査を行い、育成する側の「経営者視点」として人材育成の

重要な要素を示すとともに、能力を習得する側の「従業員視点」としてホスピタ

リティ能力の習得プロセスを明らかにする。「経営者視点」と「従業員視点」の結

果を合わせて、中小規模宿泊業の効果的な人材育成モデルを構築する。  
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1.3 用語の定義 

 本論文で用いる用語に関して以下の通り、定義する。  

 

中小規模宿泊業 

中小企業庁の中小企業・小規模企業者の定義11)に従い、本研究では、中小規模

宿泊業を「資本金の額又は出資の総額が 5 千万円以下、または常時使用する従業

員の数が 100 人以下の宿泊業」とする。  

 

能力習得プロセス 

原（2013）は、「能力開発」は企業内の訓練であり、仕事に役立つ能力やスキル

を身に付けるための学習活動であると説明している。Salas et al.（2012）は組織で

行われる「訓練」は、知識、技能、態度などの習得を促進するために計画された

体系的な活動であるとし、従業員個人は訓練を通して学習していると述べている。

また学習とは実践、探求、経験などの結果として、新しい知識や行動を習得する

プロセスであると説明している。これらを踏まえ、本研究では「仕事における実

践、探求、経験を通じて、仕事に必要な新しい能力や知識を習得するプロセス」

を能力習得プロセスとする。  

 

ホスピタリティ能力 

Solnet et al.（2019）は、ホスピタリティは顧客の記憶にプラスの影響を与える

要因として、人と人との相互作用中で生じる親切、真心、歓迎、尊敬などに基づ

いており、顧客との価値共創を可能にすると述べる。Hemmington（2007）は、ホ

スピタリティの実践において、現場で顧客対応をする従業員には、顧客の体験を

重視し、付加価値をもたらすような記憶に残る体験を提供することが求められて

いると説明している。  

また、野中・竹内（1996）は、個人の行動、経験、理想、価値観、情念などに

深く根差す個人的な知識を暗黙知と捉えている。GonzálezGonzález and García-

 
11) 中小企業庁  公式サイト「中小企業者の定義」https://www.chusho.meti.go.jp/soshiki/teigi.html  

（最終閲覧日：2024 年 1 月 24 日）  
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Almeida（2021）は、顧客にサービスを提供する従業員は、顧客ニーズをよりよく

満たすために、独創的で価値あるアイディアを提供するための知識（暗黙知）を

獲得していると指摘している。これらを踏まえ、本研究では、ホスピタリティを

顧客と価値を共創し得る感情や行為に関する暗黙知と捉え、ホスピタリティ能力

を「現場の顧客接点にいる従事者に必要な、顧客と価値を共創し得る能力」とす

る。 

 

1.4 論文の構成 

 本論文は 6 章で構成する。  

第 1 章では、研究目的、研究背景、用語の定義、論文構成を示す。現代社会に

おけるサービス産業やサービスの多様性を概観し、中小規模宿泊業の重要性、サ

ービスに従事する人材のホスピタリティ能力の必要性や、その育成に関する課題

を提示した。それを踏まえ、宿泊業の人材育成に重要な経営者視点と従業員視点

の 2 視点の必要性を示し、ホスピタリティ能力に着目した、中小規模宿泊業の効

果的な人材育成モデルの構築を研究目的として設定した。  

第 2 章では、宿泊業における人材育成に関連する先行研究を 3 つの研究分野か

ら整理し考察した。組織の人材育成を統括している人的資源管理、従業員の能力

開発や訓練設計に関わる人的資源開発、経験による変容を通した能力習得や知識

創造のプロセスに関する学習理論の 3 分野の先行研究から、宿泊業の人材育成の

課題を導き出すとともに、本研究の位置づけを確認した。  

第 3 章では、経営者視点による人材育成の課題を抽出するために、中小規模宿

泊業を対象としたアンケート調査およびインタビュー調査を行った。調査結果を

基に、人材育成の現状を確認し、経営者視点である育成手法の分析、考察を通じ

て、人材育成の重要な要素を抽出した。  

第 4 章では、従業員視点の能力成長を捉えるために、中小規模宿泊業で働く従

業員へのインタビュー調査を行った。従業員のホスピタリティ能力の習得状況に

ついて分析し、得られた結果からホスピタリティ能力習得プロセスに関する理論

を生成した。  

第 5 章では、第 3 章と第 4 章で示した、経営者視点からの人材育成の要諦と、
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従業員視点からのホスピタリティ能力習得プロセスの結果を総合し、多様化が進

む現代社会におけるサービス産業に重要な宿泊業人材の人材育成モデルを提示

した。 

最後に第 6 章では、結論を総括し理論的含意と実務的含意を示し、今後の展開

についてまとめた。  
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第 2 章 先行研究の検討 

 本章では、宿泊業の人材育成に関する先行研究を 3 つの分野に分けて整理する。

具体的には、本研究の目的に関連する、人材育成、能力開発、学習理論の 3 つの

分野の研究を、経営者視点、従業員視点の観点から検討する。最後に、中小企業

宿泊業におけるホスピタリティ能力育成に関する本研究の位置づけを示す。  

 

2.1 宿泊業における人材育成  

宿泊業の人材育成研究を検討する前に、産業を指定せずに企業内の人材育成の

成り立ちを概観する。企業における人材育成は、従業員に関する管理の中で発展

してきた。近代的な人事労務管理（Personnel Management；以下 PM）は、1920 年

頃、アメリカにおいて先駆的に生成したことが知られている（Ruona and Gibson, 

2004；岡田，2008；森川，2010）。それまでの労働者の経験や勘に任せる成行管理

から、Taylor が提唱した科学的管理法（Taylor, 1911）のように、課業を科学的に

設定し、労働者を効率的に活用・統制する管理が行われるようになった。この時

代の PM の特徴は、従業員を代替可能な労働力とみなし、コストとして捉えてい

ることである。さらに従業員の訓練は効率重視が目的であり、従業員の能力育成

は深く考えられていなかった（岩出，1989）。そのため、従業員の人間性や感情を

軽視した PM が批判されるようになり、1930 年頃から人間関係論や行動科学論な

どの人間性を重視する研究12)が進むことになる。これにより、管理における労働

者観が大きく変化していく（岩出，2002）。 

1960 年代になると、従業員をコストではなく、育成などの投資の対象であり重

要な資源として捉えるように変化してきた（松山，2005）。1980 年代以降は、PM

は人的資源管理（Human Resource Management；以下 HRM）と称されるようにな

り、その管理法は世界中に広がった（三戸，2004）。上林（2012）は、HRM では、

人材を企業のコスト要因としてネガティブにとらえるのではなく、人材の持ち合

 
12) 米国のウェスタン・エレクトリック会社のホーソン工場で、1924 年から 1932 年まで行われたホ

ーソン・リサーチにおいて、ハーバード大学の Mayo と Roethlisberger が、管理には労働者の人間的

特質に対する配慮や意識が重要であることを明らかにした。作業条件と生産性の関係を科学的に調

査しようとするものであったが、結果として、職場における労働者の感情や人間関係などが作業能

率に大きな影響を与えることが示された。人間関係論発展の端緒とされる（𠮷原，2013）。  
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わせている諸能力をポジティブにとらえ、積極的に経営戦略に活用するマネジメ

ントスタイルを含意していると説明している。このように、企業は人材を経営資

源の中で成長し得る資源と捉えるようになり、戦略的な人材育成を重視するよう

に変化した（Ruona and Gibson, 2004）。1990 年代以降は、HRM の労働者観を包括

しながら戦略性を強めた、戦略的人的資源管理（ Strategic Human Resource 

Management；以下、SHRM）の時代へと進む（加藤，2001）13)。 

宿泊業を対象とした人材育成研究においても、従業員を重要な資源と捉え、組

織の重要な施策とした戦略的な人材育成の研究が進められている。例えば、

Chiange et al.（2005）は、米国の 4 つの大規模ホテルで教育訓練の質に着目した

調査を行っている。管理職と現場の従業員を対象に、訓練の質に対する期待と実

際の訓練に対する認識の差に関するアンケート調査を実施した。その結果を分析

することで、訓練の質に対する満足は仕事の満足に作用し、従業員の組織定着率

が向上することを示した。また、研修の質の向上には、従業員のニーズと期待を

把握して、コミュニケーションを改善することや、経営陣のサポートを得ること

が重要であると説明している。  

Costen and Salazar（2011）は、人材育成に対する訓練の機会の効果を検討して

いる。米国南東部の 4 つの高級ホテルに勤務する従業員を対象に、新しい技術や

能力を開発する機会に関するアンケート調査を行った。その結果を分析したとこ

ろ、訓練機会を得た従業員は仕事に満足し、忠誠心が高まることで企業に留まる

可能性が高いことが明らかとなった。訓練に参加する機会を得ることで、仕事を

遂行する上で必要な知識やスキル、能力を獲得することができ、サービス能力に

対する自信と仕事への満足度を高めていると考察している。この結果を踏まえ、

組織が財政的に困難な状況に進んでも、従業員への教育投資を継続し、従業員の

訓練機会を確保する重要性が示唆された。  

Úbeda-García et al.（2014）は、観光産業、特にホテル業の人材育成の研修施策

において、戦略性が及ぼす影響を調査している。スペインのバレンシア地域の 112

のホテルを対象に、ホテルの人材育成の戦略（トレーニングへの投資、計画性、

 
13) 1990 年代以降、HRM がより戦略性を強め SHRM と称されるようになるが、SHRM という名称は

使わず、単に戦略的な HRM として使用されることも多い（例えば、Paauwe, 2009）。  
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トレーニングのタイプ）と育成の成果を軸としたアンケート調査を実施した。ア

ンケート調査結果の分析から、差別化戦略をとるホテルの場合、人材の能力開発

を重視したトレーニング方針となり、能力向上や顧客満足などに影響し業績改善

につながることが示された。また、トレーニングにおける長期計画や研修評価の

重要性も提示されている。これらの結果は、企業の戦略が人材育成の戦略にも影

響を与え、サービス品質、顧客満足度、および業績にも関与することを示唆して

いる。 

日本の旅館業の人材育成研究は多くは報告されていないが、井門（2017）は旅

館が抱える事業承継や人材難に関する研究の中で、人材育成に関して検討してい

る。群馬県北西部の温泉郷の若年層人材を対象に、旅館で働くことに関するイン

タビュー調査を行った。その結果を基に、若年層の人材育成の手法について検討

し、地域が一体となって合同で教育や研修を行う一山一家方式に効果があること

が示された。この育成方式により、各旅館に若年層が少ない状況であっても、訓

練中に地域に仲間がいるということが認識できる。さらに、働くモチベーション

が芽生えたり、モチベーションの維持にもつながり、離職防止に効果があること

が確認された。  

テイラー（2019）は、日本のビジネスホテルを対象に人材育成の戦略性に着目

した研究を行っている。この研究では、人材育成が独立した施策ではなく、経営

戦略と連動させた施策にすることが、人材の量的・質的課題の解決に必要である

ことを提示した。さらに、戦略的な育成は、少人数でも高品質サービスの効率的

な提供を可能にすることも指摘している。ホテル業界課題と組織課題に対して、

国内ビジネスホテルの従業員への意識調査の結果を分析したところ、3 つの戦略、

育成の方向性の共有、就労環境の整備、育成施策の実行の連動実施の重要性が示

された。その中で、組織全体の意識改革や選抜制キャリアパスの検討や、トレー

ナーの育成、評価制度の導入などにも言及し、人材育成の戦略性を強調している。 

このように、近年の宿泊業に関する人材育成研究において、宿泊産業の重要な

資源である人材の効果的な育成が検討され、サービスの質の向上や人材の定着に

も効果があることが明らかにされた。また、宿泊業の従業員の訓練や研修に影響

する因子を特定し、その作用による離職防止や生産性向上への影響を通して、育
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成システムの戦略的な効果が検討されている。HRM の潮流に合致するように、

戦略的な育成が実行されており、その成果が確認された。  

一方で、人的資源管理の施策としての有効性に焦点がおかれることが多く、人

材育成に対する経営者視点が重視される傾向にある。しかしながら、育成の効果

をより高めるためには、育成される主体である、従業員個人の視点を理解するこ

とも軽視できない。そのため、従業員自身の能力の成長や開発に関する研究も必

要になる。  

 

2.2 宿泊業における能力開発 

宿泊業では、業績向上に対して顧客へのサービスの質が重要となる。Hall and  

Willams（2008）が指摘するように、サービスの質の向上には新しいサービス技術

を導入するだけでは不十分であり、サービスを提供する従業員の能力を開発し高

めることが必要になる。このような企業における従業員の能力開発を目的とした

人的資源開発（Human Resource Development；以下、HRD）の研究が進められて

いる。HRD は、HRM とともに人材を育成する上で重要な機能を持つ（Haslinda, 

2009 ; Alagaraja, 2013）。HRD とは、組織の望ましい成果につながるように従業員

の行動を変化させることを目的として、個人・チーム・組織の技能や知識および

能力を強化させる学習活動を提供するプロセスである（Bratton and Gold, 2003）。

一方で、HRM と HRD の区別は曖昧であることが指摘されており（例えば、Ruona    

and Gibson, 2004；Richman, 2015）、日本でも HRD の定義や理論はほとんど知られ

ていない（佐藤，2013）。HRD や HRM を区別せず、業績向上を目的とした従業

員の訓練や教育などの能力開発の研究は国内外で活発に検討されているが、経営

者視点の研究も多い（例えば、Swanson, 1995）。このような背景を踏まえ、本節

では、従業員視点を含む能力開発に関する宿泊業の研究を概観する。  

 宿泊業において、顧客接点でサービスを提供する従業員の訓練を含む能力開発

は経営課題の 1 つである。Singh et al.（2007）は、技術の進歩がサービスの概念

を大きく変えている現代の社会において、十分な訓練を受け、知識を持った従業

員がいなければ顧客に優れたサービス体験を提供することはできないと指摘し

ている。Furunes（2005）も、顧客志向の人材を維持し成長させるためには、顧客
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へサービスを提供する従業員を継続的に訓練することが必要であるとし、ノルウ

ェーのホスピタリティ協会に所属する 185 軒のホテルを対象にして訓練手法の調

査を行っている。ホテルマネージャーへのアンケート調査から 56 通の回答を得

て、15 種類の訓練手法と 6 つの訓練目的との関係性やその効果を分析した。その

結果、6 つのうち 5 つの訓練目的、知識習得、意識改革、問題解決、訓練参加者

の受容度、知識定着において、マンツーマン手法が最も効果的な方法であると確

認された。唯一、対人関係能力の開発に対しては、ロールプレイ手法が優れてい

ることが明確に示された。これらの結果から、実際の現場や場面を想定したロー

ルプレイなどの体験訓練が、従業員の他者の感じ方や考え方への理解を促進し感

受性を高めたことが確認された。このように、顧客接点に重要なホスピタリティ

能力の向上に対しても、体験訓練が最適であると考えられる。  

 Waqanimaravu and Arasanmi（2020）は、ホテルのフロントライン従業員に対す

る教育支援がサービス品質に与える影響を調査している。通常、サービス品質は

サービスを経験した顧客が決定する。これを踏まえ、顧客にアンケート調査を実

施し、従業員が行ったサービス品質の評価結果を集計した。一方、担当した従業

員側へは自身が受講した研修に関するアンケートを実施した。120 件の従業員と

顧客のペア回答が確認された結果、研修の有益性、研修の支援の手厚さを認識し

ている従業員ほど、顧客側が評価したサービス品質が高いことがわかった。この

調査では、サービスを担当した従業員の能力評価を顧客が直接行っており、顧客

の評価と従業員の研修の捉え方との関係が客観的に示されている。このように、

従業員の能力向上において、サービス品質と研修との直接的な関係が示唆された。 

国内の宿泊業の能力開発に関する研究は少ないが、岩井（2013）は、ホテル従

業員の外国人客応対時の英語能力を養成する e-Learning 教材開発に向けた検討を

行っている。ESP（English for Specific Purposes ＝ 専門分野の英語）教育の観点

から、英語使用状況と英語研修に関するアンケート調査を実施し、一流ホテルに

勤務するホテル従業員のニーズ分析を行った。その結果、現場の従業員はホテル

業務に関する、より高度な ESP のスピーキングとリスニングの学習を希望してい

ることが確認された。ホテル研修において e-Learning 教材の普及率は低いが、就

業時間が不規則なホテル従業員にとって汎用性が高いため、e-Learning 導入への
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工夫や効果的な教材開発が必要であることも示された。また、外国人客への現場

対応では、顧客ニーズを理解し、社会的交流を円滑に進めるために言語能力の習

得が必要不可欠である。しかしながら、著者も指摘しているように、業務を遂行

する上での言語の役割が考慮されていないため、能力開発に重要なニーズ分析を

行う必要がある。 

 綛田・藤田（2021）は、ホスピタリティ能力開発に向けた研修ツールを検討し

ている。宿泊業の従業員の接客コミュニケーションのスキル向上に着目した研修

ツールとして、顧客対応時の具体的な CAN-DO リストを作成した。高級ホテルの

従業員に対して、CAN-DO リストの回答とホスピタリティ能力に関する研修内容

についてインタビュー調査を行い、リストの課題を抽出した。その結果、現場で

求められるホスピタリティのスキルや能力の習得には個人差があることや、顧客

ニーズによる臨機応変な対応が求められることなど、リストの記述追加や修正の

必要性を確認した。この結果は、現場の従業員の顧客志向の創造的対応は、従業

員個人の属人的な能力による対応であるため、CAN-DO リストに一律の対応を記

述することの困難さや、ホスピタリティ能力の育成の難しさが顕在化したことが

示唆されたと言える。 

以上のように、本節の能力開発の研究では、2.1 で述べた育成施策の検証に関

する研究ではなく、従業員により関係が深い訓練や教育の効果的な手法などが検

討されている。一方で、能力開発の研究においても経営者視点での研究が多く、

Waqanimaravu and Arasanmi（2020）や岩井（2013）のような従業員の内面に焦点

を当てた研究は少ない。さらに、従業員の能力習得や段階的な成長を考慮した、

従業員視点を含めた能力習得のプロセス研究はほとんどない。特にホスピタリテ

ィ能力のような内面の成長を伴う能力習得は一様ではなく、育成する上で従業員

の意識や行動の変化に対する理解が重要になる。  

宿泊業の人材の育成において、能力習得のプロセスを明らかにすることで、効

果的な人材育成を考察でき、育成を促進することが可能になる。従業員の内面や

能力成長に焦点を当て、そのプロセスを検討することは、表面的なプロセスの把

握ではなく、どのように能力習得が進んでいるのかを理解し、育成に必要な要素

を捉えることにつながる。そこで次節では、育成に重要な視点として、従業員の
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能力習得プロセスに関する研究を調査し、検討すべき課題を考察する。  

 

2.3 学習理論における能力習得プロセス 

 組織において従業員が訓練を受けることなく、業績に貢献することは困難であ

り、訓練を受けた従業員は受けていない従業員に比べ、高いパフォーマンスを発

揮することが示されている（Khan et al., 2011）。サービスの向上や組織の目的を

達成するために従業員の訓練は非常に重要であり（Kaynak, 2003；Salas et al. 

, 2012）、2.1 の HRM 研究や 2.2 の HRD 研究からも、企業が従業員の育成を戦略

的に進めていることが確認された。Salas et al.（2012）によると、組織で行われる

訓練は、知識（＝知る必要性がある）、技能（＝行う必要性がある）、態度（＝感

じる必要性がある）の習得を促進するために計画された体系的な活動である。ま

た、訓練を通して従業員個人は学習しており、学習とは実践、探求、経験などの

結果として、新しい知識や行動を習得するプロセスであることが指摘されている

（Salas et al., 2012）。このように、従業員は訓練や実際の経験の中で、徐々に知識

や能力を習得し成長することがわかる。その能力習得プロセスを理解することは、

従業員の能力成長に重要な要素を示し、人材育成の設計への有益なフィードバッ

クを可能にする。このような能力習得プロセスの理解は、能力の高い人材の確保

と維持につながると言える。  

成人である従業員が訓練や経験を通して学習し成長するプロセスを分析する

枠組みとして、いくつかの成人学習の理論が挙げられる。経験年数に伴う熟達に

注目した熟達論（Dreyfus, 2004）は、熟達化のプロセスを考察する理論である。

変容的学習論（Mezirow, 1994）は、自己変容に基づく学習をプロセスとして説明

する。他にも、組織を横断した学習に関する越境学習論（Akkerman and Bakker, 

2011）や、実践共同体への参加の観点から学習を捉えた正統的周辺参加論（Lave 

and Wenger, 1991）がある。 

一方で、経験による学習プロセスを提示した経験学習論がある。Kolb（1984, 

2015）の経験学習論は、これまでの人間の学習や発達の理論における研究を活用

し、経験学習のプロセスを理論化している。その理論において、Kolb は、学習を

経験の変容を通した知識創造のプロセスであると定義した。さらに、知識は経験
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の把握と変容の組み合わせから生じるとして、経験による学習を 4 つのステップ

で構成された経験学習サイクルを提示している（Kolb, 1984；Kolb and Kolb, 2009）

（図 2-1）。 

本研究では、現場での訓練や業務における経験を踏まえた、従業員の能力の習

得プロセスに着目している。そのため、熟達や変容的学習、越境学習、正統的周

辺参加の理論では能力習得プロセスを説明することが難しい。そこで、Kolb の経

験学習論に着目し、関連した先行研究を検討する。  

 

 

 

図 2-1 Kolb の経験学習サイクル（出典：Kolb（2015），筆者訳）  

 

この経験学習モデルは、業務に関する具体的な経験（具体的経験）をした後、

その内容を内省し（内省的観察）、そこから教訓等を導き（抽象的概念化）、それ

を応用・拡張する（積極的実験）、という経験学習のサイクルを示している。特に、

若年層は就職した組織において、初めて経験する様々な業務は困難を伴うことが

多い。しかしながら、困難な経験を一つひとつ乗り越えていくことにより、徐々

に必要な能力やスキルを習得し、その組織の従業員として成長していく。4 つの

ステップの中で、内省的観察と抽象的概念化は貴重な経験を次に活かし、能力へ
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昇華させるための重要なプロセスになっている。Knowles（1978）も、経験こそが

成人の学習者の最も重要な教材であると指摘するように、近年、Kolb の経験学習

論を用いて、従業員が知識や能力を獲得するプロセスが明らかにされている。  

国内において、医療や福祉関係の従業員の学習プロセスに関するいくつかの研

究が報告されている。松尾ら（2008）は、10 年以上の経験を持つ看護師を対象と

して、経験学習の観点から、職務に必要な知識やスキルの獲得に段階的な学習プ

ロセスがあることを明らかにしている。看護師はキャリアを重ねても、経験から

積極的に学び続ける傾向があることや、特に中期以降には患者や家族との関わり

からコミュニケーション能力を学び、後期以降には看護観や自己管理能力などの

メタ認知能力を経験から学習することを確認した。  

池田ら（2022）は、理学療法士の経験学習プロセスを分析し、キャリア初期か

らの段階的な経験に対して成長を促す支援方法を検討している。患者との関係性

や成功体験への支援を強化することや、先輩との技術の差を実感させる機会や重

度な患者を診る機会を増やすことなどが、経験学習支援につながると指摘してい

る。 

小野寺（2022）は、COVID-19 病棟での職務経験がある看護師を対象に、仕事

経験を通した学習プロセスを明らかした。病棟への配属初期から仕事の経験を通

して、看護師としてのプロフェッショナリズムを高め熟成させていく。その中で、

職務に必要な能力（感染回避力・協働する能力・ケアリング能力）を段階的に獲

得していく学習プロセスを提示した。  

一方、海外の先行研究では教育の枠組みとして経験学習を検討した研究が多く、

学習プロセスそのものを検討した研究は少ない。例えば、Turesky and Gallagher

（2011）は、リーダーシップ能力を高める手段として、経験学習論を用いて、プ

ロフェッショナル・コーチの役割を検討している。コーチとしての役割をより効

果的に果たすためには、4 つの学習プロセスを指針とすることで、客観的に学習

者の学習スタイルを理解することが可能になる。経験学習論がリーダーシップ能

力開発におけるコーチングに、健全な理論的枠組みを提供すると結論付けた。  

Poore et al.（2014）は、医療専門学生間のコミュニケーションと協働の能力を

改善するために、経験学習論とシミュレーションを基礎とした多職種連携教育の
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統合を検討している。各専門職で縦割り教育を受けるため、コミュニケーション

と協働の能力育成が不十分になるが、この多職種連携教育において、個々の学習

者のニーズに基づいた知識獲得とプロセスを提供できることを示した。  

 Baker and Robinson（2016）は、農業専門学校生を対象として、従来の直接指導

による教育と経験学習を用いた指導法を併用することにより、学習効果が高まる

ことを明らかにした。直接指導は分析的知識を提供し、経験学習は生徒の創造的・

実践的スキルを効果的に向上させる。経験学習を指導枠組みとして活用した学習

アプローチの設計が重要であると結論付けた。  

 以上のように、従業員の成長や能力習得のプロセスの解明に向けて、経験学習

論を理論枠組みとした研究が進められていることが確認できた。しかしながら、

国内の研究では医療介護関連の分野の研究が多く、宿泊業の従業員を対象にした

研究はほとんどない。海外では、経験学習論を知識や能力の教育指導のフレーム

として活用した研究が多く、能力習得プロセスそのものを対象とした研究は少な

かった。一方、経験学習論に関して、宿泊業を対象としたホスピタリティ能力習

得の研究は進んでいないことがわかった。医療介護分野では経験学習に関する研

究が盛んに行われているが、医療サービスに関する能力の習得プロセスが研究の

対象となっている。そのため、この分野での知見は、観光や旅行目的の宿泊サー

ビスを中心とする宿泊業には適用できず、ホスピタリティ能力習得プロセスの解

明には、宿泊業に特化した能力習得プロセスの解明が必要となる。  

次節では、2.1～2.3 の先行研究を総括し、宿泊業の人材育成研究における本研

究の位置づけを提示する。  

 

2.4 本研究の位置付け 

 本研究は、宿泊業に重要なホスピタリティ能力の習得プロセスに着目し、特に

宿泊業の大半を占める中小規模宿泊業において、効果的な人材育成モデルを構築

することを目的としている。この目的を踏まえ、先行研究調査では、組織の人材

育成を統括している HRM、従業員の能力開発や訓練設計に関わる HRD、経験の

変容を通した能力習得や知識創造のプロセスに関する学習理論の 3 分野の先行研

究を検討した。  
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2.1 の HRM 研究では、宿泊業の生産性向上や従業員定着に関連した研究が進め

られており、人材育成の質や機会、戦略性などの観点から育成効果が明らかにさ

れていた。一方で、経営施策としての有効性に焦点がおかれることが多いため、

人材育成に対する経営者視点が重視される傾向にあった。このように、HRM で

は従業員を成長し得る重要な資源と捉えているが、従業員のホスピタリティ能力

やサービス技術の獲得といった、従業員の能力成長に向けた育成手法にまで言及

した研究の蓄積は進んでいない。  

2.2 の HRD 研究からは、従業員視点を含む能力開発に関する訓練の設計や教育

手法の開発などの知見の蓄積はあるものの、成長する主体である従業員の内面や、

能力習得のプロセスに関する研究はほとんどないことが確認された。従業員の能

力習得のプロセスを明らかにすることは、効果的な人材育成の視点を捉えること

ができ、従業員の育成促進を可能とする。すなわち、サービスの価値共創に必要

なホスピタリティなどの能力習得を促進するには、その習得プロセスの理解が重

要であるが、HRD 研究では検討されていなかった。  

2.3 の学習理論における先行研究では、教育訓練や業務の経験の中で従業員が

学習していること踏まえ、経験学習論を方法論として現場の学習プロセスを明ら

かにする研究が進んでいた。これらの研究では、経験学習のプロセス理論である

Kolb（1984）の経験学習論が援用され、能力習得や技術の獲得が段階的なプロセ

スで進行していることが明らかにされている。一方、国内研究では医療福祉分野

の研究が蓄積されているものの、宿泊業の従業員に関するホスピタリティ能力の

習得プロセスの先行研究はほとんど報告されていない。  

 以上の先行研究調査の結果を踏まえて、本研究の位置づけを図 2-2 に示す。 
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図 2-2 先行研究における本研究の位置付け  

 

前述のように、これまでの宿泊業の人材育成の研究では、人材育成がサービス

の質や業績の向上に効果があることが明らかにされてきたが、従業員視点である

能力習得プロセスは検討されていなかった。そこで、本研究では、宿泊業で特に

重要なホスピタリティ能力について、その習得プロセスを学習理論を基盤とした

分析により明らかにする。さらに、訓練設計や環境整備などの経営者視点と、能

力習得プロセスの従業員視点を合わせることで、より効果の高い人材育成モデル

を構築する。  

人材育成や能力開発のこれまでの研究では、主に大規模企業を対象として調査

が行われてきた。宿泊業においても、中小規模における人材育成や能力開発の研

究はほとんどなく、人材育成に関する先行研究は、そのほとんどが大規模宿泊業

を対象にしている（例えば、Becton and Graetz, 2001；Butcher et al., 2009；Short and 

Gray, 2017）。そのため、宿泊業において、中小規模では研修や教育が体系的では

ないことが多く、期待する育成結果を得られていない（Horng and Lin, 2013；Dhar, 

2015）。一方で、宿泊業はその大部分が中小企業であり（Buhalis and Main, 1998；
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Shaw and Williams, 2009）、効果的な人材育成手法を検討することは、宿泊業の発

展に必要不可欠である。また、宿泊業では、顧客接点の場でサービス提供を行う

従業員の対応は重要であり、顧客と価値を共創し得る能力を育成する必要がある

（Kusluvan, 2003）。1.2.3 で示したように、この能力がホスピタリティ能力であり、

宿泊業を支える中小規模宿泊業において、ホスピタリティ能力を重視した人材育

成の最適化を探求することは重要である。 

一方で、ホスピタリティに関する研究は 1960 年頃から始まり、現在まで少し

ずつ増えてきている。当初は、ホスピタリティの概念に関する研究が主流であっ

た（Lashley, 2007）。例えば、King（1995）は、ホスピタリティの歴史を踏まえた

ホスピタリティの役割をまとめている。Lynch et al.（2011）は、ホスピタリティ

の社会的側面や商業的側面から、学際的にその概念を探求している。日本でも、

服部（2006）がサービスの潮流から見たホスピタリティの概念について、マネジ

メントの側面からまとめている。1970 年代以降のアメリカで、ホテルを中心とし

たホスピタリティ産業に関する研究が始まり、企業戦略を含めた研究が進められ

ている（Tasci and Semrad, 2016）。例えば、Xiang（2015）は、ビッグデータを用い

て、ホテルの宿泊客体験とホスピタリティとの満足度の相関を分析している。

Ariffin et al.（2013）は、ホスピタリティとサービス環境がホテル宿泊客の満足度

に及ぼす影響を検証した。このように、様々な側面からホスピタリティ研究は行

われているが、ホスピタリティを実践する人材に関連する研究は進んでいない

（徳江，2011）。先行研究を検討した結果、HRM、HRD、学習理論の分野におい

ても、従業員のホスピタリティ能力の育成に関する研究は多くなかった。しかし

ながら、1.2.3 で述べたように宿泊業におけるホスピタリティの重要性を踏まえる

と、実践する従業員のホスピタリティ能力向上に向けた育成を研究することは重

要である。  

宿泊業におけるホスピタリティは、宿泊サービスを中心とした顧客対応の中で

実践される。中小規模宿泊業従業員の顧客対応は、宿泊サービスの中での対応と

なるため、飲食業など他のサービス業の顧客対応よりも比較的長い時間となる。

多くの宿泊客は、旅行を楽しむために宿泊施設を訪れている（Mason, 2003）。ま

た、休暇を楽しみにしている宿泊客は、ホスピタリティに対する期待が高いこと
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が指摘されている（Ariffin and Maghzi, 2012）。特に、中小規模の場合、従業員数

が少ない中で多くの業務を 1 人で行うため、顧客対応を行う時間がより長くなる。

その中で、ホスピタリティ能力を発揮することが重要になる。一方で、同様に長

い時間の顧客対応が必要なサービス業に医療介護分野が挙げられるが、2.3 で述

べたように、医療サービスに基づく顧客対応が中心となる。この医療サービスで

の従事者のホスピタリティは、患者にどう向き合うかが中心となるケアに重要性

が置かれており（西田，2018）、宿泊サービスのためのホスピタリティとは異な

る。このように、中小規模宿泊業の従業員におけるホスピタリティ能力育成に対

して、現状を踏まえた上で育成施策を検討する必要がある。  

以上を踏まえ、第 3 章では、中小規模宿泊業の従業員の人材育成に重要となる、

教育設計や育成環境などの要素に関して、経営者視点から検討する。第 4 章では、

他産業で研究の蓄積が進んでいる能力習得プロセス研究を踏まえて、宿泊業の従

業員視点からホスピタリティ能力習得プロセスを精査する。第 3 章と第 4 章の結

果を踏まえ、第 5 章では、経営者視点と従業員視点を合わせた効果的な人材育成

モデルの構築を行う。 
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第 3 章 経営者視点での人材育成の分析 

3.1 研究方法 

3.1.1 調査目的 

宿泊業などのホスピタリティ産業 14 )で競合する企業にとって貴重な資源のひ

とつが人材であり、そのスキル、トレーニング、経験によって企業の成功の可能

性が左右されることが非常に多い（Kusluvan et al., 2010 ; García-Lillo et al., 2018）。

2.1 の先行研究調査で述べたように、組織が行う人材育成は人材の定着やサービ

スの質の向上に効果をもたらすことが明らかにされている。また、森川（2018）

は、教育訓練投資によって蓄積される企業ごとの人的資本は経済的競争力の一要

素になると説明している。そのため、観光産業や地域の活性化にも関わる宿泊業

の発展には、教育訓練の手法や体制を組織内に構築することが必要であるが、中

小規模宿泊業を対象にした研究の蓄積は進んでいない。そこで本章では、中小規

模宿泊業の体系的な育成手法の構築に向けて、経営者視点から実際の現場に生じ

ている人材育成の課題を抽出することを目的とする。その課題を踏まえて、次世

代を担う若年層の人材育成の現状を分析、整理し、経営者視点から人材育成の体

制構築に関する要諦を示す。  

 

3.1.2 調査対象 

中小規模宿泊業の若年層の人材育成に関する現状と課題を把握するために、石

川県内の中小規模宿泊業を対象にしたアンケート調査を実施した。石川県では

2015 年 3 月に北陸新幹線が金沢まで開業し、2015 年度の県内の入込客数は開業

前の前年度比 116%となり観光客が増加している。インバウンドも急増し 2015 年

度の外国人宿泊者数は前年度比 124%である（石川県庁，2017）。観光客が増加し、

多様なニーズへの対応能力、質の高いサービスが要求されるなど、従業員のホス

ピタリティ能力の育成における課題の顕在化が考えられるため、研究対象地に選

定した。石川県内の中小規模宿泊施設で軒数の多い旅館を対象とし、県内の 230

 
14) ホスピタリティ産業の定義は国内外ともに様々であるが、宿泊業や飲食業のように顧客接点にお

いてホスピタリティ（おもてなし）の精神をもって接する産業をホスピタリティ産業に集約できる

（佐々木・徳江，2009）。  
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軒（石川県庁，2018）の旅館において、訪日外国人旅行者の受け入れにも積極的

な政府登録旅館 59 軒15)へアンケート調査の協力依頼を行った。旅館では、温泉

や食事など顧客対応の機会が多く、従業員のホスピタリティ能力育成も不可欠と

なる。アンケートは若年層の育成に関する内容を骨子（表 3-1）とし、郵送調査

法にて 2019 年 11 月にアンケートを発送し、2019 年 12 月までに回収を終了した。

回答数は 22 軒（回収率は 37%）となり（旅館属性は表 3-2）、若年層人材16)の人

数は平均 8.5 人であった。施設規模はすべて中小規模であるが、従業員数には幅

があり（表 3-2）、育成現場の背景は様々であることが推察される。しかし、本調

査は若年層人材の育成に共通する課題抽出を目的としているため、調査結果は従

業員数を分類せずに扱った。回収した結果を基礎データとして、若年層人材の成

長に関する教育や手法について分析し、業況感との関係性についても検討した。 

さらに、アンケート調査後の 2020 年 1 月～2023 年 9 月17)には、アンケート結

果に関する追跡調査の依頼に対して協力を申し出てくれたマネージャー層 6 名に

対して、インタビュー調査を実施した。勤務する宿泊施設において、1 人平均 63

分のインタビューを行った（表 3-3）。インタビューは 2019 年のアンケート調査

の結果を基に、若年層育成に関する重要な視点について質問し、自由に回答して

もらう半構造化インタビュー形式で実施した（詳細は 3.3 節で後述）。なお、イン

タビュー調査は筆者が勤務する大学の倫理規定を遵守して行っており、調査結果

は回答協力者の同意を得て使用している。  

 

  

 
15) 政府登録旅館とは、訪日外国人旅行者が安心して宿泊できる施設として国際観光ホテル整備法に

規定された要件を満たし、観光庁に申請・登録した旅館である（2019 年 10 月 15 日時点：石川県内

の政府登録旅館 59 軒，政府登録ホテル 15 軒）。  
16) 松尾（2006）は熟達研究を基に経験学習における職務経験年数を、「初期：入社～5 年目」、「中

期：6 年～12 年目」、「後期 13 年目～」に区分している。これを参考として、若年層人材を「入社～

5 年目」とした。  
17) インタビュー調査においては、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を受けたため、調査期間

が長期に渡ることになった。  
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表 3-1 経営者層へのアンケート設問一覧  

問 1 従業員数・平均年齢・入社～5 年目の若手従業員数  

問 2 新入社員研修の期間  

問 3 2 年目以降の若手従業員の研修実施状況  

問 4 若手従業員の育成への取組み意欲  

問 5 若手従業員の「育成の手法」の見直し  

問 6 若手従業員に身につけてほしい「知識」  

問 7 若手従業員に身につけてほしい「能力・スキル」  

問 8 業務マニュアルの導入の状況  

問 9 接客マニュアルの導入の状況  

問 10 OJT の計画的な実施状況  

問 11 OJT 担当従業員への研修や訓練の状況  

問 12 若手従業員が、企業理念や方針を理解する機会  

問 13 若手従業員が、地域の伝統や文化を理解する機会  

問 14 若手従業員の経営層との食事会などの機会  

問 15 業況感（近年の業績）  

 

 

表 3-2 アンケート分析対象の旅館の従業員数  

従業員数  10 人以下  11～30 人  31～50 人  51～100 人  101 人以上  

軒数  0 5 7 6 4 

（総数 22 軒）  

 

 

表 3-3 経営者層のインタビュー対象者一覧  

施設  性別  年代  職種  従業員数  インタビュー時間  

A 男性  30 代  専務取締役  31~50 人  62 分  

B 女性  30 代  マネージャー  51~100 人  61 分  

C 男性  40 代  代表取締役  31~50 人  67 分  

D 男性  50 代  マネージャー  11~30 人  58 分  

E 女性  30 代  マネージャー  31~50 人  72 分  

F 男性  50 代  代表取締役  11~30 人  60 分  

（役職等はインタビュー当時のもの）  
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3.1.3 分析方法 

一般的に、中小規模宿泊業では従業員数が多くないため、1 人の従業員が複数

のサービス業務を行うケースが多い。そのため、若年層人材が業務や職務の詳細

を十分に理解し遂行できるまで、丁寧な教育が必要になる。本研究では、従業員

の人材育成に関する調査結果を分析するにあたり、中原（2012a）の経営学習論を

援用する。経営学習論は、経営者側の視点から現場の人々の学習について、企業

と人材の成長を複数の視座から体系的に捉えた学際的研究の総称である。育成の

問題点を影響要因と共に抽出し、従事者の本質的な能力成長に向けて、育成過程

全体を通して検討するのに適した分析フレームである。  

中原（2012a）は、経営学習を「企業・組織に関係する人々の学習」と定義し、

経営の現場における学習の重要性を踏まえ、経営学習論を 5 つの視座から提示し

ている（図 3-1）。各視座は、「組織社会化・経験学習・職場学習・越境学習・組織

再社会化」である。この 5 つのうち、「組織社会化・経験学習・職場学習」が若年

層人材の育成に関連する。  

 

 

 

図 3-1 経営学習論の全体像（出典：中原（2012a）に筆者加筆）  
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そこで、若年層に関連する 3 つの学習領域に基づいて調査結果を分析し、効果

的な若年層人材の能力成長を促す体系的な人材育成を検討する。人材の能力成長

は高付加価値サービスを生み、宿泊業の生産性を高めるため、生産性に関わる業

況感を指標とした検討も行う。  

 

3.2 経営者視点での中小規模宿泊業の人材育成 

はじめに、本研究で調査した旅館における人材育成の現状を確認する。今回の

調査結果から、回答した旅館のうち、62%が若年層の育成に注力していることが

確認された。しかしながら、新入社員研修を 1 ヶ月以上実施している施設は 45%

と半数以下に留まっており、短期育成の傾向が確認された。図 3-2 に業況感の割

合を、図 3-3 に若年層従業員の人材育成に関する所感の割合を示す。従来の若年

層人材の育成手法に対しては、業況感に関係なく、95%が見直したいとしており、

回答した施設のほとんどが育成に苦慮していることがわかる。各館が受け継ぐ伝

統や組織文化を踏まえたホスピタリティなど、質の高いサービスを継承し多様な

ニーズに対応し得る能力を養うためには、丹念な育成の仕組みを思索する必要が

あると言える。 

育成の仕組みを考察するため、前述したように、経営学習論の若年層の 3 つの

学習領域である組織社会化、経験学習、職場学習に焦点を当てる。若年層人材に

対して、各領域において一般的に活用される以下の施策を取り上げ、調査結果を

分析する。まず、組織社会化に関しては、On the Job Training（以下：OJT）の調

査結果を基に考察する。次に、経験学習については、入職後のマニュアルの活用

や業務経験に関する調査結果から分析する。最後に、職場学習に関して、組織内

コミュニケーションの観点から結果を検討する。  
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図 3-2 業況感の割合（2019 年時点）  

 

 

 

図 3-3 若年層従業員育成の所感  
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3.2.1 計画的 OJT の役割  

若年層人材の育成には、日常の業務や職務遂行を通して行われる OJT が実施さ

れることが多く、入職後の組織社会化学習の具体的な施策となる。組織社会化は、

組織特有の価値観や行動規範を受け入れ、技術を習得し組織に適応していくプロ

セスである（高橋, 1993；中原, 2012a；Cooper‐Thomas and Anderson, 2006；Adil et 

al., 2023）。若年層人材は実践型の教育訓練である OJT を通して、組織や仕事に適

応していく。また、OJT の中でも教育訓練に関する計画書を作成し、教育担当者、

対象者、期間、内容などを具体的に定め、段階的・継続的に教育訓練を実施する

ことを、計画的 OJT18)と呼ぶ。  

図 3-4 (a)に旅館の OJT 活用実態の割合を示す。今回の調査では、OJT を実施し

ている旅館は全体の 86%（計画的，担当者に任せている，部署による、の 3 回答

の合計）であった。一方、OJT を実施していると回答した旅館の中で、計画的に

OJT を実施している旅館は 23%である。OJT を実施している各館に対して、OJT

担当者への研修の実施状況を確認した。その割合を図 3-4 (b)に示す。OJT 担当者

への研修を実施している施設は 26%であり、およそ 3/4 が実施していないという

状況であった。すなわち、ほとんどの旅館では OJT を活用しているが、計画や方

針を詳細に決定し実行している旅館は少なく、OJT 訓練は担当者に一任する傾向

が高いことがわかる。このように、今回の調査した石川県内旅館に対する結果で

はあるが、多くの旅館では、現場の OJT 担当者（上司や先輩など）の経験に頼る、

昔ながらの徒弟制のような形態の OJT が実施されていることが示唆された。  

  

 
18) 計画的 OJT（On-the-Job Training）とは、日常の業務に就きながら行われる教育訓練のことをい

い、教育訓練に関する計画書を作成するなどして教育担当者、対象者、期間、内容などを具体的に

定めて、段階的・継続的に教育訓練を実施することをいう。（厚生労働省 , 2012）  
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図 3-4  (a) 旅館の OJT 活用実態    (b) OJT 担当者の教育研修の実施状況  

（(a)で OJT 実施ありと回答した施設を対象） 

 

上記の結果を踏まえると、現状の OJT による若年層に対する組織社会化の教育

効果は不十分であることが否定できない。多くの旅館では、OJT 担当者への教育

や研修も含め、OJT を計画的に実施していなかった。そのため、学習者のサービ

ス技能習得や組織社会化のプロセスの段階的かつ効果的な促進が難しいことが

推察される。厚生労働省の能力開発基本調査19)においても、宿泊業・飲食サービ  

ス業の計画的 OJT の実施率は、16 年間の結果推移を確認しても相対的に低いこ

とが示されている。2005 年度（厚生労働省，2006）の調査結果では 12 業種中実

施率 18%（最下位）と確認されて以降、2020 年度（厚生労働省，2021）には 48%

まで増加したが、他業種との比較では下位からの大幅な改善は進んでいなかった。 

さらに、今回の調査結果に対して、計画的 OJT および OJT 担当者への研修の

実施状況と、業況感との関係を比較した。その結果、図 3-4 (a)で計画的 OJT を実

施していた旅館 5 軒のうち 4 軒が、業況感が良いと回答していた。また、軒数は

 
19) 宿泊業の計画的 OJT の実施率に関して、厚生労働省『能力開発基本調査』の 2005 年度から 2020

年度までの調査結果を確認した（正社員を対象とし、分類は宿泊業・飲食サービス業となる）。2005

年に調査対象 12 業種中最下位、実施率（18%）となって以降の順位は以下の通りである。2006 年：

9 位 /12 業種（9/12），2007 年：11/13，2008 年：13/14，2009 年：12/14，2010 年：14/15，2011 年：

13/15，2012 年：10/15，2013 年：8/15，2014 年：13/15，2015 年：11/15，2016 年：13/15，2017 年：

12/15，2018 年：13/15，2019 年：13/15，2020 年：14/15 であった。  
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少ないものの、  OJT 担当者への研修を実施していると回答した旅館は、すべて

の旅館で業況感が良いと感じており、実施していない旅館では業況感が低い傾向

となった。また、その両方を実施していた旅館は 22 軒中 2 軒であり、全体のわ

ずか 9%にとどまる結果となった。  

このように、計画的な OJT や OJT 担当者への研修など、OJT の設計が組織で

進んでいる場合、業況感が良い傾向がある。権ら（2012）の調査でも、計画的 OJT

を実施している事業所では、相対的な労働生産性順位が高いことが示されている。

Hall（2002）は、人材育成を組織全体で戦略的に計画し推進することが重要であ

ることを指摘している。これらの先行研究も踏まえて、今回の結果を考察すると、

OJT の組織的な計画的実施が個人の能力向上を支援し、旅館の業況感（業績）に

影響したと考えられる。  

次に、OJT の計画性に関して、組織社会化の特性から検討する。OJT の設計に

際しては、組織社会化に 2 つの側面があることに留意する必要がある。高橋（1993）

は、組織社会化は組織の規範や人間関係と密接な関係がある文化的側面と、職務

遂行と関係が深い技能的側面の 2 側面から構成されることを提唱している。これ

を踏まえて、OJT に関する上述した調査結果を考察する。  

前述のように、旅館の OJT の多くは、その担当者に一任する、昔ながらの徒弟

制のような形態の現状が確認された。この状況を踏まえると、OJT が担当者と学

習者という 1 対 1 の上下関係の中で閉鎖的に行われていた可能性がある。Kuroda 

and Yamamoto（2018）は、直属の上司と従業員が良好なコミュニケーションを築

けない場合、生産性に対して負の影響を与え、最終的には離職につながる危険性

を指摘している。上下関係のみの OJT では、OJT 担当者と学習者間で何らかの問

題が生じたとき、学習者個人の内面にある精神的な苦痛や孤立などを周りが認識

することが困難になる。  

中原（2012b）は、OJT が上司などの担当者による働きかけだけではなく、職場

の異種混交による社会的相互作用をリソースとする学習に効果があることを確

認しており、組織全体での OJT への取り組みの必要性を指摘している。中原

（2012b）が指摘する異種混交は他部署間の交流を含んでいる。すなわち、所属す

る部署以外の上司や先輩、同期からの支援も受けやすい学習環境を創出し、OJT
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担当者との上下関係に留まらない、横（同期）や斜め（先輩や上司）の支援とい

った組織内での横断的な支援を強化することが重要である。それは文化的側面の

組織社会化にだけでなく、技能的側面に関しても必要な視点となる。技能的側面

の組織社会化は、単なる旅館サービスの技術習得だけではなく、それぞれの旅館

の歴史や文化によって形成され伝承されてきた独自の技術や知識、ホスピタリテ

ィなどの暗黙知も理解し、柔軟に活用できるようになるプロセスである。訪れる

顧客はサービスの中に存在する、そのホスピタリティを期待している。そのよう

な各旅館固有の付加価値の高いサービスを実践できるようになるためには、多角

的な視点から多くの支援とともに学習を進めることが必要である。文化的側面の

みならず技能的側面の組織社会化の促進に対しても、OJT を組織全体から統合的

に計画することが不可欠になる。  

以上のように、今回の調査結果から、多くの旅館では若年層人材に対する OJT

を実施しているが、組織社会化の促進に有効な計画性を高めた OJT を適切に活

用していないことが確認された。その旅館の独自文化を学び従業員の 1 人として

成長できるよう支援を行い、組織や先輩従業員に内在するホスピタリティのよう

な高付加価値サービスに必要な暗黙知に対して、深い理解が進むような学習を設

計するためには、組織社会化の文化的側面と技能的側面を指標に設定し、OJT を

組織全体で横断的に計画することが必要になる。また、OJT に留まらず、サービ

スやホスピタリティに関わる専門的な学習を担保する業務経験の提供も重要で

ある。次節では経験による学習に関する調査結果について分析する。  

 

3.2.2 マニュアルの役割 

(1) 内面的支援に対する効果 

入職後、若年層が初めて経験する業務は困難を伴うことが多い。しかしながら、

困難な経験を一つひとつ乗り越えていくことにより、能力成長が達成されていく。

第 2 章で述べたように、Kolb（1984，2015）は、この経験による学習を 4 つのス

テップで説明している（図 2-1）。このモデルは、業務に関する具体的な経験（具

体的経験）をした後、その内容を内省し（内省的観察）、そこから教訓等を導き

（抽象的概念化）、それを応用・拡張する（積極的実験）、という経験学習のサイ
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クルを示している。この経験学習の 4 つのステップの中で、内省的観察と抽象的

概念化は、貴重な経験を次に活かし能力を習得させるための重要な内面的なプロ

セスになる。  

中原（2013）は、「内省的観察」は、現場から離れ、自らの行為・経験・出来事

を俯瞰的かつ多様な観点から振り返り、意味づけることであり、「抽象的概念化」

は、経験を一般化、概念化、抽象化し、他の状況でも応用可能な知識やスキーマ

20)を自ら作り上げることであると説明している。この 2 つのステップは実際に現

場で行われる「具体的経験」と「積極的経験」のプロセスと違い、主に個人の内

面で進行するため、外部からの直接的な支援が難しい。一方で、業務経験の少な

い若年層従業員にとっては、自身の経験であっても、客観的に振り返り、観察し

て熟慮することは容易でない。そのため、従業員が自分自身の行為について、状

況の判断、改善や対処などを客観的に思索できるように、組織による内面支援が

求められる。  

そこで、次の観点から、効果的な「内面的支援」として業務マニュアルに着目

した。マニュアルは、野中・竹内（1996）が述べるように、言葉や数字で表すこ

とのできる明示的で伝達や共有が可能な知識、形式知である。初めて業務を経験

する従業員には、一般的に現場での業務を説明したマニュアルが配布されること

が多い。マニュアルは業務の円滑な遂行や効率化が主な目的であり、具体的な経

験に関わる支援になる。さらに、マニュアルは業務の手順や基本的な行動などが

明文化されているため、現場を離れても繰り返し確認できるツールである。稲垣・

波多野（1989）は、初心者へマニュアルなどのすぐに入手し得る知識を用意し提

供することは、初めて経験する問題や仕組みの理解を助けるだけでなく、その問

題に対する根本的な解決に必要な、構造的な知識の形成を援助することになると

指摘している。金井・楠見（2012）は、仕事の経験から獲得した知識を、個人の

内面で本や研修などで学んだ形式知と結びつけることにより、新たな経験への適

用が可能になると述べる。このように、マニュアルは従業員が 1 人で内省する時

 
20) 中原（2012a）は、スキーマは構造化された認知的構成物であり、そこでは概念や経験同士の関係

性が意識され、それらの関係が明示されていると説明している。また、スキーマが構成され始める

と、はじめて出くわす出来事においても意識的な活動ができるようになると述べている。  
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に、客観的な視点を与えたり、経験を振り返り意味づけする時のガイドとなる。

未経験者にとって、マニュアルは経験学習における内面的支援のツールとしても

捉えることができる。以上を踏まえ、業務マニュアルの活用状況に関する調査結

果を分析する。  

業務マニュアルの活用状況に関する調査結果を図 3-5 に示す。すべての業務の

マニュアルを導入している旅館は 9%、接客のマニュアルを導入している旅館は

55%、接客以外の部分的な業務のマニュアル21)を導入している旅館は 4%であった

（図 3-5 (a)）。全体の 7 割近くが、何らかのマニュアルを導入している。また、

マニュアルによる人材育成の効果に関しては、67%が接客のマニュアルの導入に

効果があると回答している（図 3-5 (b)）。部分的な業務のマニュアルを導入した

旅館（1 軒）も、効果があると回答していた。一方で、今回の調査件数は少ない

ものの、すべての業務にマニュアルを導入している旅館（2 軒）では、その効果

の有無は確認できなかった。  

 

 

図 3-5 (a)マニュアルの導入状況  (b)接客のマニュアルの育成効果  

 
21) 本研究ではマニュアルに関して、3 つの表現を用いている。その詳細は「すべての業務のマニュ

ル：旅館業務のすべての業務に対するマニュアル」、「部分的な業務のマニュアル：旅館業務の受付

など何らかの業務に対するマニュアル」、「接客のマニュアル：基本的な接客の業務に対するマニュ

アル」である。なお、本文中で説明するように「接客のマニュアル」も「部分的な業務のマニュア

ル」のひとつと捉える。部分的な業務のマニュアルとは、すべての業務の中の一部の業務に対する

アニュアルである。  
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サービス産業のマニュアル導入状況を調査した中小企業庁（2008）の調査結果

においても、何らかの部分的な業務に対するマニュアルを導入している企業は労

働生産性が高く、すべての業務のマニュアルを導入している企業は労働生産性が

低い傾向が報告されている。サービスを提供する企業が業務の標準化を行うのに

当たっては、画一的な取組みではなく、自社のサービスの内容を勘案して業務の

標準化と顧客ニーズへの柔軟な対応のバランスを追求することが求められてい

る。この結果も合わせて考察すると、すべての業務に対するマニュアルではなく、

基本的な接客などの部分的な業務のマニュアルの方が、人材育成にプラスの影響

を与えると考えられる。マニュアルの範囲を最大限に広げ、すべての業務の標準

化を目指すようなマニュアルではなく、ある程度の範囲や業務を対象にしたマニ

ュアルに効果があると言える。このマニュアルの効果の違い（すべての業務マニ

ュアル、部分的な業務のマニュアル）の理由を、Kolb（1984）の経験学習論を踏

まえて、次のように考察する。  

旅館業務の経験がほとんどない若年層従事者が経験学習を進める中で、部分的

な業務のマニュアルが、内省的観察での振り返りのガイドや行為の比較対象とな

ることで、自己の行為の探求に緩やかな指針を与え、内面的な支援の役割を果た

していると言える。次の段階である抽象的概念化においても、部分的な業務のマ

ニュアルは内面的支援として有効にはたらく。高付加価値サービスが期待される

旅館において、内省的観察で行った業務経験の観察や行為の意味付けを踏まえ、

得られた教訓を違う状況でも応用できるようにするには、抽象化し普遍化する抽

象的概念化を進めることが必要になる。このプロセスでは、旅館に内在する知識

や技術を自分なりに理解することが重要である。従事する旅館の知識が適切に示

されたマニュアルは、1 人で経験を再考しながら理解を進める上で役立つツール

となる。 

一方で、厚生労働省（2019）の調査によると、宿泊業・飲食サービス業は、製

造業、医療・福祉に次いで、全 15 産業中の 3 番目に技能継承に問題のある事業

者が多いことが確認できる。この問題には、技術自体の継承だけでなく独自の文

化やそれに基づく知識を従業員に教えることの難しさが関係している。この解決

には、勤務年数の浅い若年層人材に対して、旅館文化や先輩従業員が有するホス
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ピタリティに関する行動や思考などの知識（暗黙知）に根差した、明示できる組

織の知識（形式知）を適切に示し、独自の知識や技術の理解、伝承が進むように

支援する必要がある。その際、すべての業務知識を詰め込むのではなく、部分的

な業務のマニュアルを活用することで、若年層に主体的に考えるゆとりを持たせ

ながら組織や業務への理解を促進させ、抽象的概念化を順調に進行させることが

可能になる。このプロセスにおいて、接客などの部分的な業務のマニュアル導入

が人材育成にプラスの効果を及ぼすと考えられる。  

図 3-6 に、接客マニュアルの導入予定に関する調査結果を示す。マニュアルを

全く活用していない旅館では、接客のマニュアルに関して 29%が「不要だと思う」

と回答していた。その回答の理由として、「質の高いサービスが期待される旅館

のおもてなしは、マニュアルでは育成できないため、若年層育成に接客のマニュ

アルを導入するつもりはない」という主旨の意見が散見された。  

 

 

 

図 3-6 接客マニュアルの導入予定  

（図 3-5 でマニュアルは全くないと回答した旅館に対して調査）  

 

しかしながら、野中・竹内（1996）が指摘するように、経験の反復によって体

化できるような深い思考や高い技術に関する暗黙知は、明示されている形式知と

常に往還し、相互作用の中で改良されながら向上していく。したがって、形式知
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として明文化された基礎的な行動や技術などをマニュアルで示すことは、若年層

従業員が業務を理解する知識を増やし、高水準のサービスに必要な暗黙知である

ホスピタリティ能力などの育成にプラスの影響を及ぼすと考えられる。また茂木

（2014）は旅館のおもてなしを観察した結果から、脳の仕組みを用いて、想定し

ていたことと実践したことのズレを検出することで脳が活性化し、それを何とか

処理しようとする応用力や状況判断力につながっていると説明した。すなわち、

マニュアルを活用して事前知識を若年層に学習させることは、高い技術の根本的

仮定となる現場でのズレの発見を支援する知識を与え、経験学習過程の内省的観

察や抽象的概念化を促進させる。稲垣・波多野（1989）は、初心者へマニュアル

などのすぐに入手し得る知識を用意し提供することは、初めて経験する問題や仕

組みの理解を助けるだけでなく、その問題に対する根本的な解決に必要な、構造

的な知識の形成を援助することになると指摘している。以上のように、若年層人

材の育成に対するマニュアルの有効性を確認できた。  

 

(2) マニュアル更新による効果 

続いて、人材育成に対して効果が高い傾向があった接客マニュアルと、業績の

関係を考察する。図 3-7 に、接客のマニュアルと業績の関係を示す。図より、接

客のマニュアルがあると回答した旅館では、業況感が良い（非常に良い、良い）

が 67%であったのに対し、マニュアルが全くない旅館ではその割合が 29%（非常

に良いは 0%）という結果であった。この結果から、接客マニュアルの導入が組

織の業績に好影響を与えていることが示唆された。本結果は、前述の中小企業庁

（2008）の部分的マニュアルの効果に関する結果とも合致する。  

ここで得られた育成効果の要因を分析するため、経営者層へ接客マニュアルの

運用に関するインタビュー調査を実施した。得られた結果を表 3-4 にまとめる。

インタビュー調査に協力してくれた経営者層の 6 人（表 3-3）の各施設では接客

のマニュアルを導入しており、人材育成に「効果がある」とアンケートに回答し

ていた。また、6 軒とも、接客マニュアルの内容の更新を継続して行っているこ

とが判明した。さらに、マニュアル更新の際に、顧客ニーズ、現場担当者の意見

（現場のニーズ）、外部の宿泊業関係者の客観的な意見を取り入れること（外部
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の意見）や、更新の頻度についても確認した。その結果、外部の宿泊業関係者の

客観的な意見を取り入れた更新は 3 軒（A, E, F）であり、マニュアルの更新を定

期的に行っていたのも同様の 3 軒（A, E, F）であった。他の 3 軒の更新頻度は、

現場の上司が必要性を感じたときに更新しているとし、マニュアルの更新は不定

期ではあることがわかった。業況感との関連を確認したところ、4 つの更新の要

素のうち、マニュアル更新時に外部からの意見を取り入れることと、マニュアル

の定期的な更新の 2 つの要素が、業況感に影響していることが示唆された。 

 

 

図 3-7 接客マニュアルの導入と業況感の関係  

 

 

表 3-4 マニュアルを更新する要素と業況感の関係  

施設  業況感  顧客ニーズ  現場のニーズ  外部の意見  更新頻度  

A 非常に良い  〇  〇  〇  定期  

B 良くない  〇  〇  × 不定期  

C 良くない  〇  〇  × 不定期  

D 良い  〇  〇  △（時々）  不定期  

E 非常に良い  〇  〇  〇  定期  

F 非常に良い  〇  〇  〇  定期  
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このインタビュー調査から、顧客ニーズ、現場のニーズ、外部からの客観的な

意見、定期的な更新の 4 つの要素を踏まえた見直しの必要性が示唆された。特に、

接客マニュアルの場合、環境の複雑性やニーズの多様性などを踏まえて、時代や

状況に合ったマニュアル内容に改良していくことは、サービスの価値共創にも不

可欠である。業務現場で経験学習を行う若年層において、マニュアルは実務人材

として成長するための内面的支援になるため、よく練られた内容のマニュアルは、

学習者に内省的観察や抽象的概念化の中で有益な自己フィードバックを与える

ことができる。したがって、定期的なマニュアルの更新や組織外部からの情報も

利用するなど、マニュアル活用に対する体系的な仕組みを整備していた 3 つの旅

館（A, E, F）では、順調な人材育成効果が生じており、その結果として業況感の

良さに反映していた可能性がある。このように、中小規模旅館においてマニュア

ル内容の見直しは、人材育成に重要な取り組みである。ただし、マニュアルの更

新に関しては 6 軒の比較であるため、今後、軒数を増やして結果を検証する必要

がある。 

以上のように、すべての業務のためのマニュアルではなく、部分的な業務マニ

ュアルを活用する方が、人材育成の効果が高いことが示唆された。この結果は、

次にように考えることができる。マニュアルは単なる知識付与型のツールではな

く、若年層が経験を活用し知識を創造できるように部分的な業務の指針を示すこ

とで、経験学習のプロセスにおける内面的支援の機能が働いたと言える。  

若年層人材は経験が学習の中心となるが、Dewey（1938）が指摘するように、

連続して起きる経験の中で創造的に学習が進むように、教育する側が経験の「質」

を整える必要がある。次項では、組織による経験の質の確保や維持に関して、調

査結果を検討する。  

 

3.2.3 組織内コミュニケーションの役割  

職場学習とは、組織の目的達成・生産性向上に資する、職場に埋め込まれた様々

なリソースによって生起する学習である。さらに、様々なリソースには職場に遍

在する他者、人工物との相互作用、様々な業務も含まれる（中原，2012a）。若年

層人材は、このような職場において OJT や経験学習などの育成プログラムをはじ
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め、日常的に行われる社会的な相互作用の中で多くのことを学んでいる。職場と

いう学びの場を通じて、若年層の学習者はあらゆる他者とフォーマルまたはイン

フォーマルなコミュニケーションによって交流し、つながりを拡張・深化させな

がら多様な経験を重ね、成長していく。  

このように、職場での様々な人々とのコミュニケーションや経験は未経験の知

識や新たな思考を与えるなど、質の高い経験をもたらし成長を促す契機となると

考えられる（伊東・渡辺，2020）。職場内で業務上のコミュニケーションを円滑に

行うためには、良好な人間関係が不可欠であり、様々なコミュニケーションによ

る職場内のつながりも人材育成における重要な要素となる。旅館でも、業務中や

休憩中の会話、社内レクリエーションなど、コミュニケーションの機会は多様に

存在する。そこで本調査では、組織内のコミュニケーションの機会として、若年

層と経営者層を交えた食事会に着目した。若年層にとっては、経営者層とのコミ

ュニケーションの機会は多くはないと考えられるが、忌憚のない意見を交換し合

い、組織の未来なども話し合うような機会は、若年層に良い刺激となり育成に効

果が期待できる。開かれた職場づくりの契機ともなる。  

組織内の食事会の頻度に関するアンケート調査結果について説明する。食事会

を頻繁に実施していると回答した旅館は確認されなかったが、全体の 50%の旅館

は食事会を時々設けていることがわかった。残りの 36%は食事会の機会はあまり

ない、14%は食事会がないという結果であった。このように、現状では、若年層

と経営者層とのコミュニケーションの機会として、双方を交えた食事会の積極的

な活用は進んでいない。次に、業況感別に食事会の有無を集計した結果を図 3-8

に示す。この図より、食事会が時々あると回答した旅館は、業況感が非常に良い

18%，良い 45%であった。一方、食事会があまりない・ないと回答した旅館では、

業況感が非常に良い 9%，良い 36%であった。このように、食事会の機会を設け

ていた旅館は業況感が良い傾向にあった。 
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図 3-8 経営者層との食事会の機会と業況感の関係  

 

金井（2004）は、組織の中で新しいことを学習する従事者に対して、興味を持

たせるように支援することと同時に、不安（Learning Anxiety）の軽減・除去を積

極的に行うことが重要であると指摘する。また、Edmondson（1999，2018）は、

組織において率直な意見や疑問などを気兼ねなく話せるような対人関係が創ら

れている環境のことを、心理的に安全な環境（心理的安全性）であると説明し、

組織の成果や従事者の学習促進に不可欠な要素であることを示した。人材の採

用・支援サービスの提供を行っているエン・ジャパンは、職場のコミュニケーシ

ョンに関する調査を実施しており、調査結果（エン・ジャパン，2021）によると、

職場の現状について、「職場でのコミュニケーションが取れている」と 64%（あ

る：28%，どちらかといえば取れている：36%）が回答している22)。 

また、コミュニケーションが取れていると回答した中の 74%が「職場に心理的

安全性がある」（ある：30%，どちらかといえばある：44%）と回答していた。心

理的安全性を感じる理由について確認したところ、他愛のない雑談ができるから

という回答が最も多かった。このように、職場でのコミュニケーションは従事者

に心理的安全性を与え、Edmondson（1999，2018）が指摘するように学習を促進

 
22) エン・ジャパンが運営する総合求人サイト「エン転職」のユーザーを対象に、8,948 名から得た

回答結果である（2021 年 11 月 8 日発表)。なお、回答者が就業している業界は限定されていない。  
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する重要な要素となる。図 3-8 の結果も合わせて考察すると、様々なコミュニケ

ーションの機会を増やすことで、心理的安全性が感じられる職場環境が形成され、

若年層人材の学習が促進されて能力成長が進み、旅館の業況感向上につながった

可能性が考えられる。  

一方で、食事会のようなインフォーマルのコミュニケーションや業務上のフォ

ーマルなコミュニケーションも活発な職場において、若年層人材が他者との関わ

りを広げて、多様な知識の蓄積が進んだとしても、それだけでは育成の効果は生

じにくい。知識を収集し蓄積しただけでは、実際の旅館現場で価値共創を実現で

きるホスピタリティの能力獲得にはつながらないためである。すなわち、蓄積と

同時に、3.2.2 で説明した、Kolb の経験学習論における内面での抽象的概念化が

必要不可欠になる。今井（2016）は、本来、知識は事実として断片的に切り取る

ことができるため、他者から教えてもらうことが可能であるが、その知識片を積

層し、拡大させるだけでは活用することはできないと指摘し、ダイナミックに変

動するシステムが生きた知識だと説明する23)。つまり、知識を実際に使えるよう

にするためには、個人の内面で新しい知識を既知の要素と関連づけたり、その知

識の持つ意味を探索し、シナプスが形成されるように知識を変容させ構造化させ

る、抽象的概念化を絶えず行う必要がある。  

そこで、若年層人材の実務能力の成長に対する抽象的概念化を駆動する要素と

して、旅館独自の理念や価値観の浸透に着目した。アンケート調査の中で若年層

への理念教育（理念や方針を理解する機会）の実施に関する質問を設定しており、

当該部分の調査結果を分析した。 

図 3-9 に若年層に対する企業理念の教育の実施に関する調査結果を示す。若年

層に対する理念教育を実施している旅館は 45%であった。勤務する旅館の人材と

しての意思決定を支援できる理念や方針の理解は、若年層人材の抽象的概念化に

は重要な要素である。この理念教育は、旅館で受け継がれてきた暗黙知（ホスピ

タリティ）による顧客サービスを理解する上で必要な機会であり、来訪した顧客

 
23) 今井（2016）は、知識片を単に貼り重ねるだけの知識を、「知識ドネルケバブ・モデル」と名付

け、知識の集積だけでは生きた知識（使える知識）にならないと指摘している。ドネルケバブとは

トルコの伝統料理で、薄切りにした肉を串に刺し重ねて大きなかたまりにしたもの。  
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との価値共創にも重要な教育である。調査結果から、旅館での理念教育は旅館の

半数程度（45%）が実施されているものの、残りの半数以上は実施できていない

ことが確認された。  

 

図 3-9 若年層への理念教育の実施状況  

 

次に、理念教育の実施と業況感の関係を調べた結果を図 3-10 に示す。理念教育

を実施している旅館の 70%は業況感が良い（非常に良い，良い）という結果であ

ったのに対し、実施していない、または今後実施したいと回答した旅館では 36%

が業況感が良い（非常に良い，良い）となっており、割合が低くなっていた。ま

た、理念教育は必要ないという回答は確認されておらず、その重要性を認識して

いると考えられる。このように、調査できた軒数は少ないが、理念教育は業況感

への影響があることが確認された。  

以上の結果から、旅館の現状において、職場の心理的安全性を担保するコミュ

ニケーションや、学習者の抽象的概念化を促す理念教育は、若年層の人材育成に

重要であるが、積極的な支援が一層必要であると考えられる。職場の中に埋め込

まれた学習支援となる要素を取り出し、育成効果を生み出すような仕組みを構築

することは、上述の Dewey（1938）の指摘のように、職場における学習の経験の

質を整えることにもつながる。  
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図 3-10 理念教育の有無と業況感の関係（無回答 1 件を除く）  

 

3.2.4 人材育成の 3 つの要素 

3.2.1 から 3.2.3 を踏まえて、本節では、旅館の若年層人材の育成に関するアン

ケートおよびインタビューの調査結果を組織社会化、経験学習、職場学習の 3 つ

の領域から考察する。 

3.2.1 で示したように、組織社会化に関しては OJT 活用の観点から、文化的側

面と技能的側面の指標を設けた OJT 設計が重要であり、それを支える組織内の横

断的な支援が組織社会化の促進に必要である。3.2.2 で述べたように、経験学習に

関しては、マニュアルが個人の内省的観察や抽象的概念化に有効である。特に部

分的な業務のマニュアルは知識付与と同時に、ホスピタリティなどに対する主体

的思考の醸成を促し、内面的支援ツールとして作用する。3.2.3 で示したように、

職場学習においては、人材育成に必要な心理的安全性を感じられる職場づくりの

要素として、様々なコミュニケーションが重要である。職場のコミュニケーショ

ンでつながる同僚から組織の理念や価値観を学ぶことは、若年層の抽象的概念化

を促進させる。  

これらの 3 つの学習領域を俯瞰すると、各領域は境界を越えつながっている。

OJT で目指す組織社会化は経験学習の中で横断的な支援を受けて促進され、効果

的なマニュアル活用は、組織社会化の技術的側面にも有益である。さらに、職場

学習に効果を生む様々なコミュニケーションは、経験学習の中の抽象的概念化に
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必要である多様な情報や知識を豊かにし、かつ組織社会化の文化的側面である価

値規範等の理解を促す。このように 3 つの学習領域を連関させた人材育成体系の

中で進めることで、若年層の人材育成が円滑となり高い学習効果が得られる。 

以上を踏まえると、中小規模宿泊業の若年層の人材育成は、学習領域ごとに知

識や技術の蓄積を追求するのではなく、抽出した 3 つの要素（計画的 OJT、マニ

ュアル活用、組織内コミュニケーション）を連携させた育成体系を構築すること

が肝要である。  

 

3.3 経営者視点における 3 要素の妥当性 

 第 3 章では、観光振興にも重要な中小規模宿泊業の発展に向けて、次代を担う

若年層人材に効果的な育成の要諦について探索的に検討した。調査の結果、人材

育成おける計画的 OJT、マニュアル活用、組織内コミュニケーションの 3 要素に

基づいて、経営者側が人材育成の体系を整えることが重要であることが示された。 

3.1.2 で述べたように、現場での育成の 3 要素の妥当性を確認する目的で、経営

者側であるマネージャー層 6 名にインタビュー調査を行った（表 3-3）。その結果

を以下で説明する。インタビューでは、若年層育成に関する重要な視点、人材育

成の 3 要素に関する意見について、自由に回答してもらう半構造化インタビュー

を行った。それぞれが勤務する宿泊施設で実施し、同意を得て録音し、得られた

インタビューデータは、文字テキストに起こして文書データとした。  

 分析には、樋口ら（2020）が開発した計量分析ソフトウェア「KH Coder 3」を

用いた。インタビューの文書データを、テキストマイニングの手法において分析

を行った。抽出された語は 14,089 語で、データ内容をよりよく反映させた分析を

行うために、意味をなさない語  （あります、います、等） を取り除く前処理を

行った。KH Coder 3 の共起ネットワークコマンドを用いた分析により、自由記述

のコメント内の相関の強い語（出現パターンが近い語）同士を共起ネットワーク

として図示できる。  

本研究の分析では、最小出現数を 15、上位 120 の語までを対象として、語と語

の共起関係を調べた。図 3-11 に、共起ネットワークの結果を示す。図中の語と語

をつないだ線の太さは相関の強さを表し、円の大きさは出現頻度を示している。 
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図 3-11 人材育成の 3 要素の妥当性に関するインタビューデータの  

共起ネットネットワーク図  

 

 

はじめに、共起語の文脈を確認する。3 つのグループ、①「スタッフ、お客様、

サービス」、②「地域、旅館、マニュアル」、③「研修、機会、大切」が確認され

た。相関が強い語のグループ、または育成に関連したグループを点線で囲んだ。 

 まず、①のグループを見ると、スタッフ、お客様、サービス、学ぶ、考えるな

どの相関が強いことがわかる。KH Coder 3 の KWIC コンコーダンス（対象語の文

脈を示す機能）を用いてコメントを見ると、「いろいろなお客様とスタッフの出

会いとか話し合いとか、そこに何か学びとか気づきが、必ずついてまわってくる

ものだと捉えています」や、「習ったことがすぐ生かされるかというと決してそ
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うではないですし、実際に学ぶときって、お客様のサービスの時とか、スタッフ

とコミュニケーションしているときとか多いんじゃないかって思うんですね」の

ような意見が確認された。このことから、経営者層が、他者とのコミュニケーシ

ョンや顧客や同僚との関わりが、学習に重要であると捉えていることが確認でき

る。 

 次に②のグループでは、地域、旅館、マニュアル、文化などの語に相関がある

ことがわかる。KWIC コンコーダンスのコメントでは、「先輩の我流だったりする

ものを、マニュアルで統一できますし、旅館の文化についても丁寧に教えられる

かなと」や、「絶対に聞かなくちゃいけないことはマニュアルにしておいたほう

が最初は覚えやすいですし、目指すべきところの理解も早いんじゃないかと思い

ます」、などが確認された。このように、マニュアルを基本的な学習に活用してい

るというコメントが散見され、マニュアル活用の効果も感じていると考えられる。 

③のグループに関しては、研修、機会の相関が強く現れており、経営者層が研

修に対する機会を人材育成に重要であると感じていることが示唆される。KWIC

コンコーダンスのコメントでも、「旅人と地域をつなぐ役割を担ってもらいたい

ので、結構、研修の機会は増やしているんです」や、「個人のサービススキルを磨

いていく研修機会は大切だと思っています」、「OJT 研修や部署を超えた交流の機

会って必要ですね」という意見も確認された。  

 このように、若年層育成の重要な視点に関するインタビューからも、アンケー

ト調査から導かれた人材育成の 3 要素を肯定する意見が示された。さらに、イン

タビューの最後に、人材育成の 3 要素「計画的 OJT、マニュアル活用、組織内コ

ミュニケーション」の妥当性に関して意見を求めたところ、3 要素とも確かに人

材育成において重要であるという回答が得られた。一方で、現場の人材育成にお

いて、これらの要素が十分に機能できておらず、今後の課題ととらえている事実

も確認された。以上のように、この 3 要素は中小規模宿泊業の人材育成において、

重要であることが示された。  
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3.4 小括 

第 3 章では、観光振興にも重要な中小規模宿泊業の発展に向けて、次代を担う

若年層人材に効果的な育成の要諦について探索的に検討した。本研究では、北陸

新幹線が開業した 2015 年以降に観光客が急増した石川県の中小規模旅館を対象

として、人材育成に関する調査を実施し、その結果を経営学習論の 3 つの学習領

域である、「組織社会化・経験学習・職場学習」、に基づいて考察した。  

最初に、組織社会化の学習領域に関して、若年層の組織社会化施策として活用

される OJT の調査結果を分析し、計画性が重要であることを示した。しかし、計

画的 OJT を実施している旅館は 23%に留まっていた。計画的な OJT や OJT 担当

者の研修が実施されている場合、業況感が良い傾向にあることが確認された。組

織社会化は組織の規範や人間関係と密接な関係がある文化的側面と、職務遂行と

関係が深い技能的側面の 2 側面から進むため、従事者の成長には OJT に対するこ

の 2 側面の指標設定が不可欠であり、それを支える組織内の横断的な支援の重要

性も示唆された。  

次に、経験学習の領域において、内省的観察と抽象的概念化にはマニュアルの

有用性が示された。すべての業務ではなく接客などの部分的な業務マニュアルの

活用には、知識付与のみならず、経験を振り返るガイドとなり、ホスピタリティ

やサービスなどに重要な知識を創造する思考を内面的に支援する効果が示され

た。実際に、67%の旅館が部分的な業務のマニュアル活用に育成効果を実感し、

業況感へのプラスの影響が確認された。また、経営者層へのインタビュー調査か

ら、マニュアルには定期的な更新と外部の情報を取り入れていくことが従事者の

育成に重要であることがわかった。マニュアルの更新が形式知を適切に変化させ、

個人の内面にある暗黙知（ホスピタリティ能力）を向上させると考えられる。 

最後に、人材育成の場でもある職場学習の領域では、様々なコミュニケーショ

ンが、心理的安全性や職場のつながりを担保していることが示唆された。活発な

コミュニケーションが期待できる機会として、経営者層を交えた食事会の実施状

況を調査した結果、半数の旅館で実施が確認され業況感に影響があることも明ら

かになった。さらに、業務経験の少ない若年層の抽象的概念化には、職場の密接

なつながりから生じる知識の蓄積と同時に、組織の理念教育が必要になることも
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示された。  

以上のように、中小規模宿泊業の若年層人材の効果的な育成には、経営学習論

の 3 つの学習領域の一つひとつの育成手法を見直し充実を図ることが必要であ

る。さらに、各学習領域が境界を越え、連鎖し作用していることを踏まえ、組織

全体が若年層の育成に積極的に関わり、3 つの要素（計画的 OJT、マニュアル活

用、組織内コミュニケーション）に基づいて人材育成体系を構築することが肝要

であると言える。この 3 要素の妥当性については、宿泊業の経営者層へのインタ

ビュー調査にて確認された。  
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第 4 章 従業員のホスピタリティ能力の習得プロセス 

4.1 研究方法 

4.1.1 調査目的 

第 3 章では、経営者視点から中小規模宿泊業の人材育成に必要な 3 要素（計画

的 OJT、マニュアル活用、組織内コミュニケーション）を見出した（信川，2023；

Nobukawa, 2023）。第 4 章では、従業員視点として、顧客対応を行う従業員のホス

ピタリティ能力の習得プロセスを明らかにすることを目的とする。  

Solnet et al.（2019）は、顧客の記憶にプラスの影響を与える要因として、人と

人との相互作用中で生じる親切、真心、歓迎、尊敬などに基づくホスピタリティ

の重要性を指摘する。特に宿泊業では、顧客接点で対応時間が長いサービスを提

供するため、ホスピタリティ能力の育成が重要になる。van Woerkom and Meyers

（2019）は、従業員の成長は、個人の中心的なニーズであるだけでなく、組織の

成功のための重要な要件でもあると指摘している。しかしながら、中小規模企業

における従業員の様々な能力の習得は、日常的な実務の中に文脈化されているた

め、業務と習得プロセスの関係は明確にはされてない（Short and Gray, 2017）。そ

のため、中小規模宿泊業における従業員のホスピタリティ能力の習得プロセスを

明らかにできれば、宿泊業の効果的な人材育成の発展につながると考えられる。 

一方、ホスピタリティ能力の習得には、業務における様々な要素が関係すると

考えられる。特に、若年層従業員の業務は就業初期から段階的に変化するため、

ホスピタリティ能力の習得プロセスを詳しく調べることが必要である。そこで、

第 4 章では、中小規模宿泊業に勤める若年層従業員にインタビュー調査を行い、

修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ（ Modified Grounded Theory 

Approach；以下、M-GTA）による分析結果から、ホスピタリティ能力習得プロセ

スを明らかにする。さらに、得られた能力習得プロセスを経験学習論を用いて考

察する。 

 

4.1.2 調査対象 

石川県内の中小規模の旅館とホテルに若年層従業員のインタビューを依頼し、

4 軒の宿泊事業者から機縁法により若年層従業員の推薦をいただいた。3 章で実
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施したアンケート調査と同様に経験歴 5 年程度であり、ホスピタリティ能力習得

をしたと判断できる若年層従業員の紹介を依頼した。推薦をいただいた結果、対

象者は勤務年数が 3 年～6 年目の 7 名となった。7 名とも主任業務などの役職は

無く、現場で顧客対応業務を行う若年層従業員である。6 年目の従業員が含まれ

たが、インタビュー調査という手法を採っているため、この点は分析に大きな影

響はなかった。また、従業員の勤務年数や性別、個性も様々であったが、共通の

顧客対応業務の中でのホスピタリティ能力の習得プロセスを、広い文脈から分析

する上で多様な属性が必要であると判断した。調査対象者の従業員には、研究の

趣旨を説明し、改めて調査協力を依頼し同意を得た。調査対象者の詳細を表 4-1

に示す。2023 年の 6 月から 9 月にかけて半構造化インタビューを実施した。イン

タビューはそれぞれの勤務する宿泊施設内で行い、1 人当たりのインタビュー時

間は 63 分～76 分（平均 69 分）であった。インタビューの内容は、対象者の同意

を得た上で、IC レコーダーで記録した。その音声データの文字起こしを行い、分

析するためのインタビューデータとした。なお、インタビュー調査は筆者が勤務

する大学の倫理規定を遵守して行っており、調査結果は回答協力者の同意を得て

使用している。  

インタビュー調査の実施において、若年層従業員が勤務する経営者層から提供

された若年層人材の訓練や業務に関する情報や、M-GTA の先行研究（木下，2005，

2007，2020）を参考にして、ホスピタリティ能力の習得の経緯に関連したインタ

ビューガイドを作成した。インタビューガイドには、従業員として働き始めた頃

から現在までのホスピタリティに関連する業務経験について、以下の 5 つを設定

した。1）入社から現在に至る主な業務や研修、2）初期のホスピタリティ業務に

関する経験、3）業務に慣れてきた頃から現在までのホスピタリティ業務に関す

る経験、4）ホスピタリティ行動や思考に影響を与えた経験、5）将来に向けての

意欲や目標、である。このインタビューガイドに基づき、調査対象者に自由に語

ってもらい、インタビューデータとして収集した。なお、第 1 章で示したように、

ホスピタリティは、顧客対応時に顧客と価値を共創し得る感情や行為に関する知

識（暗黙知）であり、おもてなしと同義であることをインタビューの冒頭で説明

し、理解を得ている。  
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表 4-1 若年層従業員のインタビュー対象者一覧  

事例  性別  年齢  勤務年数  インタビュー時間  

A 女性  20 代後半  3 年目  63 分  

B 女性  30 代前半  6 年目  69 分  

C 女性  20 代前半  4 年目  76 分  

D 女性  20 代後半  6 年目  72 分  

E 男性  20 代後半  4 年目  73 分  

F 女性  30 代前半  6 年目  65 分  

G 女性  20 代前半  3 年目  64 分  

（年齢等はインタビュー当時のもの）  

 

 

4.1.3 分析方法 

インタビューデータを対象として、M-GTA による分析を行った。M-GTA は、

木下（1999）によって、オリジナル版の Grounded Theory Approach（Glaser and Strauss, 

1967）の特性を活かし、実践しやすいように体系化された分析法である。この分

析法は、人間と人間が直接的にやり取りする社会的相互作用に関わり、対象とす

る現象がプロセス的性格をもっている研究に適している（木下，2003，2020）。デ

ータ分析では、分析のテーマを「中小規模宿泊業の現場で顧客対応をする若年層

従業員がホスピタリティ能力を習得するプロセス」とした。このデータ分析の目

的は、業務経験が浅い宿泊業従業員が様々な業務の中で、日々訪れる顧客に対応

し、他の従業員や組織の支援を受けながら、どのようなプロセスを経てホスピタ

リティ能力を習得していくのかを明らかにすることである。  

分析は木下（2003，2007）の方法に基づき、一般的な M-GTA の手順で実施し

た。まずインタビューデータから分析テーマに関連する箇所を具体例として取り

あげ、その具体例に対して 1 つの説明概念と定義を生成した。概念を生成する際

には、1 つの概念ごとに分析ワークシートを作成し、概念名、概念の定義、具体

例、概念の推敲のための理論的メモを記入した。類似する具体例は、分析ワーク

シートの具体例欄に追加記入し、豊富な具体例が出てこない場合は、他の概念間

との関係性や既出の概念との統合の可能性を精査した上で、有効ではない概念と
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判断した。解釈が恣意的に偏らないようにするため、生成された概念に対して、

類似する他の具体例や対極例を比較しながら矛盾がないかを検討し、概念名や定

義も適宜修正した。確定した概念について、概念間の関係を検討し、複数の概念

から成るカテゴリを生成し、必要に応じてサブカテゴリを生成した。  

M-GTA の分析の過程で、調査対象者数を増やしても新たな概念や解釈が生成

されなくなった段階で、理論的飽和化の状態を判断できる（木下，2003, 2020）。

そこで、分析の信頼性を高めるために、調査対象者の人数は設定せず、インタビ

ュー調査と分析を実施した。6 人目の調査対象者の分析で理念的飽和化に進んで

いることを確認した後、7 人目の調査結果において理論的飽和化を確定し、イン

タビュー調査を終了した。さらに、生成された概念などの内容に関しては、協力

いただいた調査対象者 2 名に確認を行い、得られた分析結果の信頼性を担保する

ように努めた。最終的に作成された結果図の妥当性について研究者（指導教員）

2 名に確認していただいた。  

 

4.2 ホスピタリティ能力の習得プロセス 

4.2.1 M-GTA による能力習得プロセスの解明 

インタビューデータについて M-GTA 分析を行った結果、ホスピタリティ能力

の習得に関して、最終的に 36 概念、15 サブカテゴリ、4 カテゴリが生成された。

この結果を基に、ホスピタリティ能力の習得プロセスとその促進要素という観点

から、カテゴリ間の関連を検討し構造化した結果図を作成した（図 4-1）。なお、

7 名のインタビュー対象者の属性には分布があるが、概念の現れ方に勤務年数も

含めた属性の影響は確認されなかった。以降で、結果図に基づいて、従業員のホ

スピタリティ能力習得プロセスに関するストーリーラインを述べる。なお、文中

では、カテゴリを［ ］，サブカテゴリを【 】，概念を「 」で表示する。  
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図 4-1 宿泊業の若年層従業員のホスピタリティ能力習得プロセスに関する M-GTA 結果図  
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はじめに、結果図（図 4-1）のストーリーラインを説明する。宿泊業の若年層

従業員のホスピタリティ能力の習得は、［業務による学び］が中心となり進む中

で、［従業員同士の交流］と［顧客との交流］により影響を受け、新たな［主業務

外の役割］によって促進されるプロセスとなっている。 

 入職後、宿泊業の従業員として働き始める若者にとって、［業務による学び］の

中での【研修による作用】や基礎教育としての【マニュアルの役割】は、日々の

【多様な業務】の遂行を助けており、「多種多様な業務への不安」を覚えながらも

ホスピタリティの実践に必要な「多様な職務のつながり」を理解し作ることを可

能にする。この過程は【内面の成長】において、仕事への情熱や学びの意欲を与

え、【ホスピタリティ能力の現状把握】を客観的に考えることにつながっていく。

特に【内面の成長】は［従業員同士の交流］と［顧客との交流］の両方からも影

響を受けて成熟していく。  

 一方、［従業員同士の交流］では【コミュニケーションの効果】として、【職場

における拠り所】を作ったり、「先輩からの学び」などの【同僚からの影響】も受

けやすい状況を生み出している。そのような［従業員同士の交流］が、組織の【ホ

スピタリティに対する価値観の理解】を深めている。  

 並行して、［顧客との交流］において、日々の「顧客交流と気づき」の中で【顧

客の存在意義】を理解し、【顧客との関係性の構築】や【多様なホスピタリティの

理解】にも影響を与え合うことは、【創造的なホスピタリティへの挑戦】を可能に

している。また、【多様なホスピタリティの理解】は、［業務による学び］から生

じた【ホスピタリティ能力の現状把握】にも作用している。さらに、［従業員同士

の交流］から生じている【ホスピタリティに対する価値観の理解】は、【創造的な

ホスピタリティへの挑戦】と【ホスピタリティ能力の現状把握】に影響する。  

そして、業務に慣れてきた頃に与えられる［主業務外の役割］においては、【新

たな役割と喜び】が生じ、【創造的なホスピタリティの源】となる。このような

［主業務外の役割］を得て生じた変化は、意欲的に「顧客ニーズへの試行錯誤」

を行うなど、【創造的なホスピタリティへの挑戦】と影響し合っている。同時に、

【創造的なホスピタリティへの挑戦】は「形のないホスピタリティとの格闘」を

後押しするなど、【ホスピタリティ能力の現状把握】にも作用し合う。  
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このように、結果図で示したように、様々な要素が関係しながら進行する、ホ

スピタリティ能力習得のプロセスモデルが明らかになった。次に、4 つのカテゴ

リの一覧を表 4-2 に示す。各カテゴリの詳細を説明し、ホスピタリティ能力習得

プロセスについて考察する。  
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表 4-2 生成されたカテゴリ，サブカテゴリ，概念，定義  

カテゴリ  サブカテゴリ  概念名  定義  

業務による学び   

1. 研修による作用   

新入研修による方向性の理解  
組織が目指す行動や意思決定の
方向性を知る  

おもてなしを支える業務を学ぶ  
宿泊業の基本的な一連の業務を
学ぶ  

成長を振り返る機会  
多様な研修で他者と交流し、習
得現状を客観的に捉える  

2. マニュアルの役割   

教育基盤としての役割  
マニュアルが業務判断の指針や
心理的サポートになる  

マニュアルの先への渇望  
マニュアル通りではない顧客ニ
ーズに気が付き奮闘する  

3. 多様な業務   

多種多様な業務への不安  
中小規模宿泊業の多様な業務の
遂行に不安を感じる  

OJT のジョブローテーションでの発見  
宿泊業の様々な部署や業務から
おもてなしの真意に気付く  

多様な職務のつながり  
部署間の連携やサポートに重要
なつながりを作る  

4. 内面の成長   

人と関わる仕事への情熱  
宿泊業の人と丁寧に関わる仕事
に希望と情熱を持っている  

学びへの意欲  
学ぶことへの意欲や欲求が継続
している  

付加価値となる知識の探求  
顧客が付加価値を感じる様々な
知識を身に付けたい  

社会変化による内面の変化  
不安定な社会変化を踏まえて顧
客対応を考える  

5. ホスピタリティ能力  

 の現状把握   

形のないホスピタリティとの格闘  
ホスピタリティの明確な答えが
ないことに不安を覚える  

ホスピタリティの自己理解  
おもてなしに対して自分なりに
理解し信条を持つ  

組織文化の理解  
組織のおもてなしに影響する組
織文化に気付き共感する  

手ごたえと自信  
おもてなしへの手ごたえを感じ
る中で自信がつく  

従業員同士の交流  

6. コミュニケーション
の効果   

社内外を超えた関係性の構築  
フォーマル・インフォーマルを
超えて職場の関係性を築く  

社内コミュニケーションの成果  
社内コミュニケーションはおも
てなしに役立つ  

7. 同僚からの影響   

先輩からの学び  
先輩からおもてなしや業務を詳
細に学ぶ  

後輩指導に対する自分の意義  
教えることを通じて、自らの振
り返りを行っている  

任される喜びと創造的おもてなし  
認められる喜びから生じるおも
てなしへの創造性  

8. 職場における拠り所   

OJT から安心感を得る  
現場の先輩から安心感を得なが
らおもてなしを学ぶ  

拠り所ある環境の効果  
信頼のおける環境のおかげで業
務に邁進できる  

9. ホスピタリティに対
する価値観の理解   

変化に対応する姿勢を学ぶ  
どのような社会情勢にも対応す
る経営者から主体性を学ぶ  

現場における組織への深い理解  
ホスピタリティの指針を先輩の
行動から深く理解する  

顧客との交流   

10. 顧客の存在意義   

顧客交流と気づき  
顧客との関わりの中で教えても
らうことに気づく  

貢献意識の芽生え  
顧客から学べることに感謝や貢
献意識が芽生える  

11. 顧客との関係性  

の構築   

反省から生じる顧客志向  
日々の実践の反省から顧客志向
を磨く  

感情の共有から活力が発生  
顧客と感情を共有できることが
活力になる  

12. 多様なホスピタリ
ティの理解   

顧客観察力の自然形成  
顧客ニーズの把握に自然に観察
力が高まる  

実践による学び  
ホスピタリティ実践による多様
な顧客反応を学ぶ  

13. 創造的なホスピタ
リティへの挑戦  

顧客ニーズへの試行錯誤  
価値共創に向けた様々なトライ
&エラーを続ける  

主業務外の役割  

14. 新たな役割と喜び   

思いがけない学びの楽しさ  
主業務と離れた業務での学びの
楽しさに出会う  

新たな役割への高揚感  
顧客対応とは別業務の役割に不
安もあるが心が躍る  

15. 創造的なホスピタ
リティの源   

ホスピタリティを創造する意欲  
多様なアプローチのホスピタリ
ティ実践に意欲を持つ  

やりがいと自己成長  
新たな挑戦の成果に自己の成長
と喜びを感じる  
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［業務による学び］ 

ホスピタリティ能力習得おいて中心部分となるこのカテゴリでは、5 サブカテ

ゴリと 16 概念が生成された（表 4-2）。下記のコメントに見られるように、宿泊

業に入職した従業員は、まず、【研修による作用】や【マニュアルの役割】、「OJT

のジョブローテーションでの発見」などに関する初期教育や、現場での業務を経

験しながら、ホスピタリティ能力の基礎を養っていた。  

 

“はじめは、お客様のためにっていう思いが強すぎて、自分流になってい

くところもあるんですよ。自分のやり方でやっても、どれが正しいのかな

って。ストレスになったりするし。そんな意味でも基盤になるのがマニュ

アルだったなと。迷った時の指針かなと思ってましたね。そこから進んだ

ら、感じたことを上乗せして肉付けしていければいいかなと思って。” 

（調査対象者 F）  

 

“客室メイクの OJT の研修で、髪の毛を一本残さないように、細かく見

ていらっしゃるので、そういった細かな、それもおもてなしだなと。接客

だけがおもてなしでなくて、ひとつひとつの業務を丁寧にすることもお客

様のためにつながっていて、それもきちんと見えないところでおもてなし

なんだなという、気づきがありました。”（調査対象者 C）  

 

さらに、このカテゴリの特徴は、ホスピタリティ能力に重要な【内面の成長】

の成熟である。顧客に付加価値を感じてもらえるように、様々な知識を身に付け

たいという「学びへの意欲」、「付加価値となる知識の探求」や、社会変化を踏ま

えて顧客対応を考える「社会変化による内面の変化」、そして「人と関わる仕事へ

の情熱」などの内面的動機は、業務に関する研修やマニュアル学習、多様な業務

の実践によって高まっていた。  

また、次のようなコメントで見られるように、【内面の成長】が【ホスピタリテ

ィ能力の現状把握】へ進むようになるには、［業務による学び］だけでなく、［顧

客との交流］や［従業員同士の交流］が影響することがわかった。  
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“対応したお客様から厳しいお言葉をいただいたりもするんですが、それ

はもちろん壁になるけど、それを乗り越えて、そこから学べることもたく

さんあるんです。教えていただいて、少しずつ積み重ねて成長していきた

いと思っています。”（調査対象者 G） 

 

“先輩のようにお客様の期待以上のおもてなしをしたいっていうのはあ

るんですけれども、慣れてきてしまって、ちょっとした些細なミスが起き

てしまうこともあったり、ちょっと混雑しているときはバタバタして、何

か抜け漏れということもあるんですが。そういう問題が一番お客様にとっ

て、ちょっとご不満につながるのではないかなと思います。当たり前のこ

とをしっかりやるのを、今は優先したいと思うんです。”（調査対象者 E） 

 

結果図の中で、唯一、［顧客との交流］と［従業員同士の交流］の 2 つのカテゴ

リから影響を受ける【内面の成長】は、能力習得プロセスにとって、重要な核と

なるサブカテゴリと言える。中小規模特有の煩雑な業務の中で、忙しい環境に流

されず、現時点で自分自身のホスピタリティ能力を客観的かつ的確に判断できる

ようになるためには、従業員の【内面の成長】が不可欠である。ホスピタリティ

能力の習得プロセスが順調に促進されるために、【内面の成長】は重要な要素で

あると言える。  

 

［従業員同士の交流］ 

このカテゴリでは、4 サブカテゴリと 9 概念が生成された（表 4-2）。【同僚から

の影響】の「先輩からの学び」では、以下のようなコメントが散見された。  

 

“先輩の行動を見て盗むじゃないですけど、先輩の行動をこっそり見ると、

先輩方の動き方とか、立ち回りとか、どうしてそんな短時間で考えて、こ

ういうことができているんだろうなって、すごいって思います。お客様に

喜んでもらうために、すごくスムーズに動いているんです。” 

（調査対象者 E） 
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“先輩の動きとかもよく見ました。自分が担当しているお客様じゃなくて

も、さっきお客様がこんなことを言っていたとか、こうしたほうが良いと

思うとか、先輩が教えてくれる場面とかも多くて、いつ聞いているんだろ

うというのを観察してみたら、ちょっと廊下を通った時にも真剣にさりげ

なく観察していて、お客様の、ささいな言葉も聞き漏らしちゃだめなんだ

なということは、歴代の先輩から学んだことかなと思います。” 

（調査対象者 F）  

 

このコメントに見られるように、ホスピタリティは、人の中に内在する暗黙知で

あるため、先輩の思考や行動を見ながら学んでいることがわかる。それは、「社内

外を超えた関係性の構築」や、次のコメントのような「拠り所のある環境の効果」

が作用している。  

 

“どんと来いって、どんどんやりなさいって、その肝のすわったところも

学びましたけど、どうにでもなるから大丈夫っていう風に言われる部分も、

背中を押してもらえる部分も大切だった。”（調査対象者 A）  

 

また、【コミュニケーションの効果】に見られるように、従業員同士の活発なコ

ミュニケーションが、ポジティブな関係性を構築し、【職場における拠り所】を創

造していることもわかった。このように、若年層従業員が先輩を信頼することが

でき、失敗を恐れずにホスピタリティが実践できる環境が整備されていることが、

能力習得にも重要であると言える。  

 

［顧客との交流］ 

 このカテゴリでは、4 サブカテゴリと 7 概念が生成された（表 4-2）。「顧客

交流と気づき」など【顧客の存在意義】を認識することにより、「顧客観察力

の自然形成」が順調に進み【顧客との関係性の構築】が円滑になる。その中

で、顧客との「感情の共有から活力が発生」したり、対応への反省から顧客
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志向も育っており、【多様なホスピタリティの理解】が可能になっている。ま

た、「顧客ニーズへの試行錯誤」のように【創造的なホスピタリティの挑戦】

には、次のようなコメントが確認された。  

 

“同じ対応するんじゃなくて、その人に応じて。本当に細かいんですよね。

毎日違う。自分が昨日したことはこの人には通じないっていう。やってみ

ないと分からないんですけれども。最初そういうのが、自分がこういうふ

うにしてって教わったことを、少しずつ変えないと、上達はできないと感

じますね。”（調査対象者 B） 

 

“サービスも含めてお客様の思い出のサポートできるように、ゆっくり過

ごされたり、観光にでかけられたり、素敵な思い出になるよう、自分が出

しゃばらないように、でも、そういうことができるように考えて、話しか

けたり案内したり、たくさん知識も増やすようにしています。” 

（調査対象者 D） 

 

このように、【創造的なホスピタリティへの挑戦】へ進んでいくには、従業員と

顧客との相互作用が強く働いていることが示唆される。ホスピタリティ能力を高

めるために、［顧客との交流］は、ホスピタリティに重要な顧客志向を学ぶ直接的

な経験の場となっていると言える。  

 

［主業務外の役割］ 

このカテゴリでは、2 サブカテゴリと 4 概念が生成された（表 4-2）。2 つのサ

ブカテゴリ【新たな役割と喜び】と【創造的なホスピタリティの源】は相互に作

用している。宿泊業の主業務では、主に顧客に直接対応してホスピタリティ能力

を実践する業務が多い。一方で、業務に慣れてきた頃に、主業務外に、間接的な

顧客関連業務を担っている従業員が散見された。例えば、宣伝用のチラシや宿泊

施設のキャラクターを考えるなどのデザイン業務であったり、食事とアルコール

類のペアリングを考えたメニュー開発の業務、予約整理用のシステムの開発など、
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主業務外の役割を担っていることが確認された。この主業務外の役割に対して、

従業員は最初、気が重い反応を示すが、一方で「思いがけない楽しさ」も感じて

おり、「新たな役割への高揚感」や「ホスピタリティを創造する意欲」を感じてい

ることが、以下のコメントからも確認できる。  

 

“もともとチラシのデザインとかそんな作ったことはないんですけど、や

ってみようということでやって、やってみたら割とやりがいにもつながっ

て。今は本当に自分のできることを活かしてやっていきたいという気持ち

が強くなって、イベントごとのデザインだったりとか、グリーティングカ

ードのイラスト書いたりとか、いろんなアプローチからおもてなしができ

るようになりたい。直接の接客もそうですけど、いろんな方向からおもて

なしをしていきたいって思います。”（調査対象者 C） 

 

“外部から来ていただいているソムリエの方にも相談しながら、ペアリン

グ研修の日程を組んだりとかも全部させていただいていて、それも楽しく

て。最初は負担だったんですね、ここだけの話。自分の仕事が、1 年 1 年

積み重ねるごとに責任も重くなってきて、後輩も抱えていて、仕事もいっ

ぱいあって。最初は仕事が増えるって、実際のところは思ったんですけど、

やってみると、自分が考えたことが売り上げにつながったりとか、お客様

も喜んでくださるし、すごく嬉しくて。楽しんでもらえたらって、常に頭

を悩ませています。”（調査対象者 F） 

 

このように、「やりがいと自己成長」が生じるような［主業務外の役割］が、カ

テゴリを超えて、［顧客との交流］の【創造的なホスピタリティへの挑戦】との循

環関係も作っていた。すなわち、若年層従業員が業務に慣れてきた頃に与えられ

る仕事や役割の広がりは、新しい視点や目的、やりがいを生み、ホスピタリティ

能力の習得を促進する要素となっていることが示された。  
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4.2.2 経験学習論と能力習得プロセスの比較 

4.2.1 で示したホスピタリティ能力習得プロセス（図 4-1）をさらに分析するた

め、Kolb（1984, 2015）の経験学習論と比較する。第 2 章で示したように、経験学

習論は従業員の訓練や経験などを通じた現場の学習を説明する理論である。また

Noe et al.（2014）も、経験学習では、学習者が自ら挑戦し、状況に応じた微細な

ニュアンスの学習ができるため、暗黙知と形式知の両方を獲得することに有益で

あると説明している。ホスピタリティ能力は暗黙知と関連していることから、経

験学習論と比較することで、暗黙知と形式知の特徴を捉えながら、ホスピタリテ

ィ能力習得プロセスをより明確に分析できる。さらに従業員が経験学習を通して、

属人的能力であるホスピタリティ能力をどのように捉えて習得しているのか、人

材育成に重要となる部分を明らかにできると考えられる。そこで、Kolb の「具体

的経験→内省的観察→抽象的概念化→積極的実験」の 4 つのステップで構成され

た経験学習サイクルを踏まえて、ホスピタリティ能力習得プロセスを考察する。 

 インタビューデータと結果図（図 4-1）から、若年層従業員のホスピタリティ

能力の習得は、3 つの大きな経験学習サイクルで進行していることが確認された。

ただし、このホスピタリティ能力習得の図は、実時間の流れ（例えば、松尾，2008）

を示したものではなく、3 段階の経験学習サイクルの流れを示している。1 つ目

のサイクルは、新入社員研修やマニュアル、OJT のジョブローテーションからの

影響を受け、業務経験の中で基礎的な能力習得を進めている（初期）。2 つ目のサ

イクルは、顧客や従業員との交流に影響を受け、ホスピタリティ能力の理解が深

まり、従業員自身の内面の成長が中心となり進んでいく（中期）。3 つ目のサイク

ルは、主業務外の新たな役割を通じて、客観的に自身のホスピタリティ能力を把

握するなど、創造的なホスピタリティ能力習得につながっていく（後期）。次に、

ホスピタリティ能力プロセスを 3 段階（初期、中期、後期）の経験学習サイクル

で示したモデルを図 4-2 に提示し、各段階を説明する。  
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図 4-2 ホスピタリティ能力習得プロセスにおける 3 段階の経験学習サイクル 
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能力修得プロセスの初期は、【研修による作用】や【マニュアルの役割】に見ら

れるように、宿泊業に入職した従業員が、研修やマニュアル、OJT のジョブロー

テーションなどの教育支援を受けて、「成長を振り返る機会」などで内省し、宿泊

業の【多様な業務】の経験を重ねながら学習していく段階である。この就業初期

で具体的な経験を通して学習していることは、従業員自身の中で経験学習サイク

ルが繰り返されていることを意味している（図 4-2 の初期サイクル）。またマニュ

アルや研修では、丁寧な言葉遣いや対応のパターンなど顧客への基礎的な接遇の

形などを記す形式知の学習が主であり、初期の段階では、ホスピタリティに関す

る形式知の習得が優先的に進められることがわかる。  

 さらに経験を積んでいく中で、能力修得プロセスの中期に進むと、より一層「人

と関わる仕事への情熱」を感じるようになり、様々な「学びへの意欲」や「付加

価値となる知識の探求」が始まっている。これらの【内面の成長】は、［顧客との

交流］と［従業員同士の交流］の 2 つの交流経験から影響受けながら促進されて

いる。したがって、中期では顧客や従業員との交流という、従業員が他者と関わ

りながら、経験学習サイクルを促進させていると言える（図 4-2 の中期サイクル）。

この中期では、【多様なホスピタリティ能力の理解】にも見られるように、顧客感

情に対する理解や共感力、信頼関係を構築できるようなポジティブな思考力など

の内面的な成長が生じており、顧客との価値共創に必要な暗黙知の習得が、初期

の形式知の習得に遅れて開始されていることがわかる。  

 経験学習論は個人主体で繰り返される学習サイクルを説明したものであり、社

会的要因に関しては説明されていない（例えば、Ellnger, 2005）。すなわち、中期

サイクルの結果において、経験学習論では説明されていない、新たな経験学習の

要素が示唆されたと言える。  

最後に、プロセスの後期では、ホスピタリティ能力習得に関する活動が、【創造

的ホスピタリティへの挑戦】や【ホスピタリティ能力の現状把握】に見られるよ

うに、顧客に応じて個別化する対応能力や、記憶に残るような顧客の体験を創造

的に考える能力の習得など、より高度な能力の習得の段階へと進んでいる。同時

に、特徴的な結果として、主業務ではない［主業務外の役割］が能力習得に作用

していることも示された。通常の経験学習サイクルは業務経験の中で繰り返され
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るが、主となる業務外の要素によって、新たなやりがいや意欲などが生じること

により、ホスピタリティ能力習得に関する後期の経験学習サイクルが促進されて

いることが明らかになった（図 4-2 の後期サイクル）。 

 以上のように、ホスピタリティ能力プロセスにおける経験学習サイクルは、大

きく初期、中期、後期の 3 段階で進むことが確認された。さらに、経験学習を促

進させる要素として、社会的な要素と主業務外の役割という新たな視点が示され

た。 

 

4.2.3 能力習得に重要な要素  

前項までで、ホスピタリティ能力の習得プロセスが明らかとなり、さらに経験

学習論を用いて検討することにより、能力習得プロセスに重要な 2 つの促進要素

が示された。  

 1 つ目は、能力習得プロセスが、［従業員同士の交流］や［顧客との交流］によ

って影響を受け促進することである。このことは、能力習得プロセスに重要な従

業員の【内面の成長】、すなわち経験学習論の内省的観察と抽象的概念化のステ

ップが、従業員や顧客からの影響という社会的要因によって促進されることを明

らかにしたと言える。内面の成長が進まなければ、顧客を理解する思考が育たず、

顧客との価値共創も実現できない。経営者側は、この社会的要因がホスピタリテ

ィ能力習得を促進させることを理解し、策を講じる必要がある。  

 2 つ目は、［主業務外の役割］である。業務に慣れてきた頃に主業務外の新たな

役割が追加されることにより、新たな楽しさや意欲、やりがいとなり、創造的な

ホスピタリティの能力習得が促進されることが確認された。主となる業務以外に

新たな役割を担うことは、意欲を高めるだけでなく、ホスピタリティに対する新

しい視点を得ることにつながる。すなわち、従業員が主業務外の役割も与えられ

ることにより、主業務の顧客対応に重要なホスピタリティに対する多角的視点を

養うと結論付けられる。  
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4.3 小括 

 第 4 章では、中小規模宿泊業の若年層従業員におけるホスピタリティ能力の習

得プロセスを検討した。中小規模宿泊業に勤める若年層従業員 7 名に半構造化面

接を実施し、M-GTA 分析を行った結果、36 概念、15 サブカテゴリ、4 カテゴリ

が生成され、ホスピタリティ能力習得プロセスに関するモデルが構成された。  

若年層従業員のホスピタリティ能力習得プロセスは、［業務による学び］が中

心となり進んでいく。その中で、能力習得プロセスの核となる「内面の成長」は、

［従業員同士の交流］と［顧客との交流］により影響を受け、さらに、［主業務外

の役割］によって促進されることが明らかとなった。すなわち、他者からの影響

という社会的要因と主業務外の新たな役割により、能力習得プロセスが促進され

ることが示された。また、この 2 つの促進要素は、従来の経験学習論では言及さ

れていない概念であることから、ホスピタリティ能力習得における特徴的な要素

と言える。  

今回の調査では、 4.1.3 に示したように、M-GTA の基本的な分析法に従い具体

例が豊富ではない概念も慎重に検討した。多くの場合は、少数の具体例であって

も、概念間の関係性や内容の類似から他の概念と統合し組み込むことが可能であ

った。しかしながら、概念として成立しないケースも見られた。例えば、離職に

関係する概念が生成されたが、類似例がなく、他の概念との関係性も低く、概念

として成立しなかったため、結果図には反映されなかった。今回の調査において、

消極的な概念が少ない結果となったが、その理由として、インタビュー調査の対

象者が経営者からの推薦者であったため、比較的意欲的な人材が調査対象となっ

たことが考えられる。  
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第 5章 経営者視点と従業員視点を合わせた人材育成モデルの構築  

 中小規模宿泊業の効果的な人材育成に関する重要な要素について、第 3 章、第

4 章では、それぞれ経営者視点、従業員視点から検討した。第 3 章では経営者視

点として、計画的 OJT、マニュアル活用、組織内コミュニケーションの 3 要素が、

人材育成体系の構築に重要であることが示された（信川，2023；Nobukawa, 2023）。

第 4 章では従業員視点として、ホスピタリティ能力の習得は 3 つの段階（初期・

中期・後期）の経験学習サイクルを経ながら進行し、さらに、顧客および従業員

同士の交流と、主業務外の新たな役割が能力習得を促進することが明らかになっ

た（Nobukawa, 2024）。 

人材育成は経営者視点で計画、実施されるものであるが、従業員視点である従

業員の成長に応じた施策を講じることができれば、より効果的な人材育成が可能

となる。そこで、本章では、2 視点から導出された結果を合わせて、中小規模宿

泊業における効果的な人材育成モデルの仕組みを構築する。まず、2 視点を合わ

せて構築した人材育成モデルを図 5-1 に示し、以下でその内容を説明する。  

 

 

 

図 5-1 中小規模宿泊業の効果的な人材育成モデル  
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第 4 章で示したように、宿泊業従業員のホスピタリティ能力の習得は、入職し

た後、業務の中で経験学習を繰り返しながら、3 段階（初期・中期・後期）で進

んでいく。初期段階では、主として、新入研修や OJT などの基礎教育の中で従業

員は成長する。しかしながら、中小規模宿泊業の場合、研修活動に重点をおいて

いないことが多く（例えば、Becton and Graetz, 2001；Butcher et al., 2009；Short and 

Gray, 2017）、計画的な育成はほとんど行われていない。そのため、第 1 段階（初

期）では、第 3 章で示した計画的 OJT やマニュアル活用を進めることが、従業員

の能力成長に必要となる。  

OJT では実際に業務を経験しながらサービスの基礎技術を学ぶだけでなく、

OJT 担当者の先輩従業員や上司を通して、組織の価値観や目指すサービスの方向

性についても学んでいる。すなわち、OJT の中で組織社会化が同時に進行してお

り、組織独自のホスピタリティに対する思考のベースを習得していると言える。

また、この初期段階で、顧客対応の基礎に関するマニュアル活用を進めることで、

経験学習における業務経験の内省的観察や抽象的概念化を支援することができ

る。したがって、初期段階において、OJT の計画性を積極的に図り、マニュアル

を適切に活用することは、顧客と価値を共創するホスピタリティ能力の基礎力を

高めることを可能にする。  

次の第 2 段階（中期）では、業務内容も徐々に広がり、顧客との対応も増え、

経験学習の範囲が大きくなる（図 4-2）。この時期の従業員は、ホスピタリティの

実践と反省を繰り返しており、内面の成長が促進されている。特に、顧客との交

流と従業員同士の交流という 2 側面から影響を受けることで、中期における経験

学習のサイクルが進む。 

顧客との交流は、実際に従業員が顧客対応を行う場で行われる。従業員は顧客

へのサービス活動の中でホスピタリティを実践しながら、顧客の感情を共有した

り、貢献意欲を高めたり、未熟さを反省しながら顧客志向を探求することで、内

面の成長を進めていく。このような顧客との交流を通じて従業員は多様な対応を

経験し、ホスピタリティの本質の理解へと進んでいく。そのため、顧客との交流

は、ホスピタリティ能力習得における第 2 段階の経験学習を促進させる要素とな

る。また Chu et al.（2012）が指摘するように、この顧客との交流は、サービスの
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質に影響を与えていると言える。  

一方、従業員同士の交流は職場内で活発に行われる。入職後から少しずつ職場

で交流を重ね、先輩や上司、部署間を超えた同僚と、組織内でコミュニケーショ

ンを深めていく。第 3 章で示したように、この組織内コミュニケーションの深ま

りは、職場に心理的安全性が確保された拠り所を作り、精神的な支えとなること

から、経営者視点の育成要素として重要である。同時に、組織内コミュニケーシ

ョンは職場の良好な信頼関係を構築することにつながり、その中で組織の価値観

や目指すサービスの方向性を理解できるようになる。このように、従業員同士の

交流は、第 2 段階の経験学習を促進させる、もう 1 つの要素となっている。  

以上のように、第 2 段階（中期）は、顧客との交流と従業員同士の交流により、

従業員の内面が成長し、ホスピタリティ能力習得に関する経験学習が促進される。

従業員同士の交流は、組織内コミュニケーションが創り出すものであり、第 3 章

の人材育成の 3 要素の 1 つでもある。一方、顧客との交流は第 4 章の従業員視点

として導かれた要素である。  

最後の第 3 段階（後期）では、従業員がホスピタリティ業務に慣れ、新たな役

割を担うことが多くなり、ホスピタリティ能力習得における経験学習の範囲が拡

大する（図 4-2）。新たな役割とは、主業務である通常の顧客対応ではなく、顧客

との間接的な価値共創につながる、異なる部署や役割でのホスピタリティ業務で

ある。この新たな役割が第 3 段階（後期）の経験学習を促進させる要素になって

いる。例えば、メニュー開発やキャラクターデザインなどの業務は、顧客への直

接的な対応ではなく、間接的な顧客へのホスピタリティの実践であり、ホスピタ

リティに対する新しい視点の獲得につながる。また、通常の業務とは異なる新た

な役割に対して、思いがけない楽しさややりがいが生じ、意欲的に顧客に対する

創造的なホスピタリティに挑戦する源になっている。  

Wang and Cranton（2012）は、学習プロセスにおける成長の本質的側面とは、自

分の人生における責任を増し、より自主的になることであると説明する。業務に

おける新たな役割は、自らの能力の現状把握を行う一方で新しい責任を認識し、

形のないホスピタリティと格闘しながら、自主的に創造的なホスピタリティへ挑

戦することを可能にしている。さらに、第 3 段階では、第 2 段階で構築した従業
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員同士の信頼関係が支えとなっている。組織の価値観や目指すサービスの方向性

が従業員に浸透していくことで、ホスピタリティ能力の習得が順調に進み、顧客

ニーズに試行錯誤しながら創造的なホスピタリティ能力の獲得へと進む。実際に、

経営者層や上司と同じ価値観に根差した行動が、質の高いサービスの提供につな

がることが指摘されている（Kundu and Vora, 2004）。このことからも組織の価値

観の浸透がホスピタリティ能力習得と密接に関連していることがわかる。  

このように、第 3 段階では、第 1、2 段階（初期、中期）の経験学習における、

基礎的な学習や内面の成長だけでなく、第 4 章で導出された新たな役割が重要な

要素となり、従業員は高度化したサービスを可能とする創造的なホスピタリティ

能力を習得していくことが示された。 

中小規模宿泊業の効果的な人材育成モデルにおける重要な要素を、経験学習サ

イクルの 3 つの段階と関連させてまとめる。第 1 段階では、計画的な OJT を進

め、かつマニュアルを積極的に活用することが重要であり、入職後の基礎的なサ

ービス技術や能力習得に対する支援となる。さらに、第 2 段階では、業務におけ

る顧客との交流と、従業員同士の交流である組織内コミュニケーションを重視す

ることが必要である。特に、2 つの交流が円滑に進むよう策を講じることにより、

従業員の内面の成長が促され、ホスピタリティに必要な思考や能力が成長する。

第 3 段階では、通常の業務以外の新たな役割を付与することが重要である。この

要素は、第 3 章では抽出されなかった育成要素であるが、第 4 章において従業員

のホスピタリティ能力習得プロセスを促進する要素であり、効果的な人材育成に

重要となる。また、第 4 章で述べたように、新たな役割は従業員に新しい視点や

やりがいをもたらし、創造的なホスピタリティへ挑戦する意欲を高める。  

一方、組織の人材育成は経営者視点が中心となって実施されるものであり、戦

略的に進めることが組織目的の達成において重要である。サービス品質と教育訓

練の間には強い関係があるように（Dhar, 2015）、より効果的な人材育成の仕組み

を構築していく必要がある。しかしながら、宿泊業のほとんどを占める中小規模

宿泊業では、体系的な育成の仕組みが整備されておらず、現場に育成を任せてい

る状況にあった。従業員の育成を現場や個人にゆだねることは、組織目的が曖昧

になり組織にとって有害である（Garavan et al., 2001）。そのため、組織が従業員
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を永続的に重要な資源として捉えた上で、従業員視点である能力習得プロセスに

基づいて育成体系を整備し、丹念に育成することが、中小規模宿泊業において必

要不可欠である。  

本研究では、経営者視点から人材育成の重要な 3 要素を捉え、従業員視点から

能力習得プロセスを明確に可視化して示した。その 2 視点を合わせ、本章では人

材育成モデルを提示した。3 要素を適切な育成期に合わせて運用することができ

るため、育成の効果を高めることが可能になるモデルと言える。人材育成を効果

的に行うことは、従業員個人においては、技術や知識、能力を向上させ成長と発

達を促し、組織においては業績や生産性の向上へつながる。このことは、Holton 

III and Yamkovenk（2008）が説明するように、組織で良い教育を受け発達した個

人と、高い生産性を誇る組織が、文化的・経済的成長と豊かな地域社会をもたら

すことに貢献する。  
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第 6 章 結論 

6.1 総括 

本研究は、中小規模宿泊業に重要なホスピタリティ能力の習得プロセスに着目

し、育成する側の「経営者視点」と能力を習得する側の「従業員視点」の 2 つの

視点から、中小規模宿泊業の効果的な人材育成モデルを構築することを目的とし

た。本研究の成果の概略を図 6-1 に示す。  

 

 

 

図 6-1 宿泊業の人材育成分野における本研究の成果の概略  

 

まず、経営者視点として、中小規模宿泊業の経営者層へアンケートおよびイン

タビュー調査を実施し、人材育成に重要な 3 つの要素を見出した。次に、従業員

視点として、従業員へのインタビューデータを定性的に分析し、学習理論を用い

てホスピタリティ能力習得プロセスを明らかにした。これらの 2 つの視点から得

られた結果を合わせ、従業員の成長に応じた、効果的な人材育成モデルを提示し

た。 

 第 2 章では、宿泊業の人材育成に関する先行研究について、人材育成（HRM）、

能力開発（HRD）、学習理論の 3 分野に分けて整理した。その結果、HRM と HRD
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の両分野では、経営者視点からサービスの質の向上に人材育成の有効性が示され

ているが、従業員のホスピタリティ能力の育成手法にまで言及した研究は進めら

れていなかった。学習理論では、経験学習論を援用して従業員の能力習得プロセ

スが明らかにされていたが、宿泊業の従業員を対象とした研究はほとんど報告さ

れていなかった。このように、宿泊業の人材育成に関する研究において、経営者

視点だけでなく従業員視点にも着目する研究は少なく、従業員の能力習得プロセ

スは検討されていなかった。また、宿泊業研究の多くが大規模宿泊業を対象とし

ており、中小規模宿泊業での研究がほとんどない現状が確認された。  

第 3 章では、経営者視点による人材育成の課題を抽出するために、中小規模宿

泊業の経営者層を対象としたアンケートおよびインタビューを行った。調査結果

の分析から、人材育成に関する 3 つの重要な要素（計画的 OJT、マニュアル活用、

組織内コミュニケーション）を導出した。まず、就職後の組織社会化の過程にお

いては、組織規範や人間関係に関する文化的側面と、職務遂行に関する技能的側

面の 2 側面の育成に計画的 OJT が不可欠であることを確認した。次に、ホスピタ

リティ（おもてなし）教育では、一般的に敬遠される傾向のあるマニュアルが、

業務の経験学習を通して、ホスピタリティなどに対する内省的観察や抽象的概念

化を円滑に進めるために有用であることを示した。最後に、職場学習では、心理

的安全性のある環境が育成を促すため、活発な組織内コミュニケーションが職場

内で必要であることを指摘した。このように、計画的 OJT、マニュアル活用、組

織内コミュニケーションの 3 要素が、人材育成における経営者視点として重要で

あることを示した。  

 第 4 章では、従業員視点からホスピタリティ能力の習得プロセスを捉えるため

に、中小規模宿泊業で働く若年層従業員へのインタビュー調査を行った。インタ

ビュー結果を M-GTA を用いて分析した結果、36 概念、15 サブカテゴリ、4 カテ

ゴリが生成され、インタビューデータ内での関連性からホスピタリティ能力習得

プロセス図が作成された。この従業員のホスピタリティ能力習得は、3 つの段階

（初期・中期・後期）の経験学習サイクルを経ながら、業務による学びが中心と

なり進む。その中で、ホスピタリティ能力習得プロセスの核となる内面の成長は、

従業員同士の交流と顧客との交流から影響を受けていた。さらに、主業務外の新
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たな役割によってプロセスの促進が可能になることが明らかとなった。  

 第 5 章では、第 3 章の経営者視点から抽出された人材育成の 3 要素と、第 4 章

の従業員視点によるホスピタリティ能力習得プロセスを合わせることにより、従

業員の成長に応じた人材育成モデルを構築した。人材育成の初期において、計画

的 OJT を進め、マニュアル活用を適切に運用することは、顧客と価値を共創し得

るホスピタリティ能力の基礎力向上を可能にする。育成の中期では、顧客との交

流を支援することにより、従業員は顧客志向を高めていく。同時に、活発な組織

内コミュニケーションを重視することで、従業員同士の交流を深め、職場に心理

的な拠り所ができる。このように、2 つの交流によってホスピタリティ能力に必

要な内面の成長が進む。育成の後期においては、主業務外の新たな役割を付与す

ることにより、やりがいや視野の広がりをもたらし、従業員同士の交流によって

浸透した組織の価値観を踏まえて、より創造的なホスピタリティ能力の習得へ向

かう。以上のように、本研究から、中小規模宿泊業の効果的な人材育成を実現す

るためには、経営者視点から抽出された 3 要素を適切な育成期に運用するととも

に、従業員視点から明らかになった顧客との交流、従業員同士の交流、および主

業務外の新たな役割の付与が必要であることが示された。 

 

6.2 理論的含意 

 本研究では、以下の 5 点の理論的な貢献が示された。 

 1 つ目は、中小規模宿泊業において、経営者視点と従業員視点の両視点を合わ

せた人材育成モデルを示したことである。このモデルは、顧客対応を行う従業員

の多様な業務の中での能力習得をベースとして構築されたものであるため、普遍

的な人材育成モデルになり得る。そのため、宿泊業に限定しない中小規模のサー

ビス業の人材育成モデルとして有用である。  

 2 つ目は、中小規模宿泊業の人材育成において、主業務外の新たな役割の重要

性を示したことである。従業員の成長過程で主業務外の新たな役割を付与するこ

とで、従業員に広い視野や意欲、やりがいにつながり、能力習得が促進される。

この知見は、これまでの人材育成研究では明確に示されていなかった視点であり、

この点において本研究の理論的貢献がある。  
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 3 つ目は、顧客との交流と従業員同士の交流が従業員の内面の成長を促すこと

を提示し、経験学習論（Kolb, 1984）の理論的発展に貢献したことである。従来の

経験学習論は個人主体の学習サイクルであり、社会的要因が不足していた（例え

ば、Ellnger, 2005）。顧客との交流と従業員同士の交流が、従来不足していた社会

的要因となり、経験学習を促進することを明らかにした。 

 4 つ目は、暗黙知の 1 つであるホスピタリティ能力の習得プロセスを示したこ

とである。ホスピタリティ（おもてなし）は個人の感情や行動などの概念である

ため、明文化できない暗黙知である（森下，2017）。暗黙知の習得は個人レベルの

経験によって獲得するものであり（Matthew and Sternberg, 2009）、そのプロセス

は曖昧であり定まっていない。以上の観点から、本研究で示されたホスピタリテ

ィの能力の習得プロセスは、暗黙知の習得研究において有益な知見となり得る。 

 5 つ目は、本研究の人材育成モデルでは、ホスピタリティだけでなく、組織の

価値観やサービスに対する独自の思考などの暗黙知を、従業員が 3 段階のプロセ

スで着実に習得していくことを示したことである。この人材育成モデルにより、

従業員の成長が促進され、組織自体の継続的な成長も可能になると言える。  

 

6.3 実務的含意 

 本研究では、以下の 4 点の実務的な貢献が示された。 

1 つ目は、本研究で示した人材育成モデルは、経営面での大きなコストをかけ

ることなく、現在保有している資源を用いて活用できることである。中小規模宿

泊業の多くは人材育成の仕組みが整備されておらず、大規模宿泊業の体系的な人

材育成手法を取り入れることが難しい。このモデルの活用により、育成の大幅な

改革は必要なく、従業員の能力習得に応じた育成施策のタイミングや計画性を加

えることにより、効果的に人材育成を進めることが可能になると考える。日本に

おいては宿泊業の 98%が中小規模であり（中小企業基盤整備機構，2017）、世界

においても宿泊業はその大部分が中小規模であるため（Buhalis and Main, 1998；

Shaw and Williams, 2009）、本研究で提示した人材育成モデルの有用性は高いと言

える。 

2 つ目は、ホスピタリティ能力の習得プロセスにおける、主業務外の役割を示  
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したことである。単なる補助的な役割ではなく、主業務外の役割には責任を伴う

役割ほど、やりがいが生じ、創造的なホスピタリティ能力の習得が促進される  

ことを明らかにした。  

3 つ目は、宿泊業従業員の育成モデルによる離職率低減の可能性を示したこと

である。2.1 で示したように、人材育成は人的資源管理の施策の 1 つでもある。

人的資源管理におけるモチベーション管理領域の施策である人材育成は、人材の

維持、確保に効果があることが先行研究で示されている（例えば、竹内，2017）。

本研究で提示した人材育成モデルを継続して活用し従業員の育成が順調に進む

ことにより、宿泊業の課題である離職にも効果が期待できる。  

4 つ目は、提示した人材育成モデルの他分野への活用の可能性を示したことで

ある。このモデルでは、顧客サービスに重要なホスピタリティ能力の習得プロセ

スを、宿泊業に限定しない学習理論に基づいて捉えているため、人材育成に課題

を抱えている飲食業など他の中小規模サービス業の人材育成への応用が期待で

きる。 

 

6.4 課題と展望 

本研究では、経営者視点および従業員視点から人材育成に重要な要素を導出し、

中小規模宿泊業の従業員に対する効果的な人材育成モデルを提示した。しかし、

研究調査は限られた地域の施設を対象としており、研究結果は特定の地域の条件

の中で得られたものとなる。この人材育成モデルが宿泊業を含めた一般的なサー

ビス業の従業員（特に、若年層の従業員）に効果的であることを示すためには、

対象の地域や産業を広げて同様の調査を実施し、妥当性や有効性の検証を進めて

いく必要がある。  

 また若年層の従業員に関して、能力習得プロセスに影響を与える従業員同士の

交流を明らかにしたが、交流する先輩従業員など、組織内の他者への影響は明ら

かになっていない。従業員同士の交流は相互に影響し合うと考えられるため、交

流する他者側の意図や感情、交流方法などについても調査を進めていくことで、

さらなる人材育成モデルの精緻化や最適化が可能となる。 

本研究の M-GTA の分析では、具体例が豊富ではない概念も慎重に検討したが、
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離職などの消極的な概念は類似例がなく、結果図には反映されなかった。これは、

ホスピタリティ能力習得がある程度進んだ調査対象者を調査するため、対象者の

紹介を経営者層に依頼したことにより、意欲的な人材が対象となったことが要因

と考えられる。一方で、利害関係を避けてランダムに調査対象者を選定すると、

能力習得段階の選別が困難になる。さらに、宿泊業に限らず中小規模の企業では、

従業員が少ないことや調査協力の時間の捻出が困難であるという理由から、適切

な調査対象者が選定しにくい傾向がある（Short and Gray, 2017; Saunders et al., 

2017）。しかしながら、消極的な概念も従業員の能力習得と関係すると考えられ

るため、今後は調査対象者の選定方法も考えて、研究を進める必要がある。  

宿泊業のみならず他のサービス業においても、顧客接点に従事する従業員のホ

スピタリティ能力はサービスの品質に影響を与える。今後もさらなるサービスの

高度化が要求される状況において、従業員の育成は不可欠であり、人材育成も更

新していく必要に迫られる。このように、社会情勢や時代の変化に合わせた人材

育成モデルを、今後も継続して検討していく必要がある。  
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